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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 2020年６月 2021年６月 2022年６月 2023年６月 2024年６月

売上高 （千円） 3,053,226 1,987,098 2,065,428 3,616,175 3,957,772

経常利益又は経常損失（△） （千円） △86,404 △202,108 87,924 620,559 496,187

当期純利益又は当期純損失（△） （千円） △162,488 △218,994 128,951 406,346 327,575

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － － －

資本金 （千円） 55,925 181,900 40,000 211,525 238,564

発行済株式総数 （株） 111,000 118,400 120,900 2,588,000 2,707,260

純資産額 （千円） 347,379 380,335 521,136 1,270,532 1,652,049

総資産額 （千円） 2,386,892 2,686,930 2,497,565 3,122,572 3,098,164

１株当たり純資産額 （円） 156.48 160.61 215.52 490.93 610.24

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株当た

り当期純損失（△）
（円） △73.97 △97.41 53.54 165.59 123.20

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益
（円） － － － 146.68 116.21

自己資本比率 （％） 14.6 14.2 20.9 40.7 53.3

自己資本利益率 （％） － － 28.6 45.4 22.4

株価収益率 （倍） － － － 41.13 22.01

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） － 71,815 281,598 864,557 187,071

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） － 21,200 △95,200 46,422 △27,439

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） － 244,204 △356,308 55,923 △200,312

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） － 1,174,077 1,004,299 1,971,202 1,930,521

従業員数 （人） 41 43 45 44 52

株主総利回り （％） － － － － 39.8

（比較指標：東証グロース） （％） (－) (－) (－) (－) (82.1)

最高株価 （円） － － － 7,700 6,550

最低株価 （円） － － － 5,750 2,011

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第７期の期首から適用してお

り、第７期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。

３．第６期の売上高の減少、経常損失及び当期純損失の計上は、新型コロナウイルス感染症の影響によるTOKYO

GIRLS COLLECTIONの無観客開催に伴う収入の減少やTOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催の延期による収入の減

少によるもの等であります。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、当社が有している子会社が利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性が乏しい非連結子会社のみであるため記載しておりません。
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５．第６期の資本金の増加は、主に2021年６月30日を払込期日とする第三者割当増資による普通株式4,900株の発

行によるものであります。

第７期の資本金の減少は、当社の企業規模等に鑑み、適切な税制の適用により財務内容の健全性を維持するこ

とを目的として、2021年９月30日開催の定時株主総会の決議に基づき、減資を行ったことによるものでありま

す。なお、減資により振り替えたその他資本剰余金の一部を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補をしており

ます。

第８期の資本金の増加は、主に2023年６月29日付で東京証券取引所グロース市場に上場した際の新株発行によ

るものであります。

第９期の資本金の増加は、新株予約権の行使による普通株式119,260株の発行によるものであります。

６．当社は、2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株

式分割を行っております。第５期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当た

り当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

７．当社は、2023年６月29日に東京証券取引所グロース市場に上場したため、第８期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益は、新規上場日から第８期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。な

お、第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。また、第５期及び第６期については１株当

たり当期純損失であるため記載しておりません。

８．第５期及び第６期の自己資本利益率は当期純損失であるため記載しておりません。

９．第５期から第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

10．１株当たり配当額及び配当性向については、当社は配当を行っていないため、記載しておりません。

11．当社は第６期よりキャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、第５期のキャッシュ・フローに係る項

目については記載しておりません。

12．第７期はバーチャル空間のファッションイベントシステムの制作・開発・運営に関するスマートフォンアプリ

取得のため、無形固定資産の取得による支出として投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなってお

ります。また、長期借入金及び短期借入金の返済による支出として財務活動によるキャッシュ・フローがマイ

ナスとなっております。なお、第６期も同様に長期借入金及び短期借入金の返済による支出がありますが、新

規の長期借入れによる収入及び第三者割当に伴う株式の発行による収入等と相殺され財務活動によるキャッ

シュ・フローはプラスとなっております。また、第８期も同様に長期借入金及び短期借入金の返済による支出

がありますが、公募増資に伴う株式の発行による収入と相殺され財務活動によるキャッシュ・フローはプラス

となっております。第９期は主に有形固定資産の取得による支出及び投資有価証券の取得による支出により、

投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。また、主に長期借入金の返済による支出に

より、財務活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなっております。

13．第６期以降の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、PwC Japan有限責任監

査法人の監査を受けております。なお、第５期については、「会社計算規則」(平成18年法務省令第13号)の規

定に基づき算出した各数値を記載しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査を受けて

おりません。

14．従業員数は就業人員であり、平均臨時雇用者数は、その総数が従業員の100分の10未満のため、記載を省略し

ております。

15．2023年６月29日付をもって東京証券取引所グロース市場に株式を上場いたしましたので、第５期から第８期ま

での株主総利回り及び比較指標については記載しておりません。第９期の株主総利回り及び比較指標は、2023

年６月期末を基準として算定しております。

16．最高株価及び最低株価は東京証券取引所グロース市場におけるものであります。

なお、2023年６月29日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については記載し

ておりません。
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２【沿革】

当社は、2015年７月に東京都千代田区にて、「TOKYO GIRLS COLLECTION」の商標を活用した事業の運営を目的とす

る会社として創業いたしました。設立以降の当社にかかる経緯は以下のとおりであります。

年月 変遷の内容

2015年７月 ㈱ディー・エル・イーの100％子会社として、主に「TOKYO GIRLS COLLECTION」の商標を活用した事業

を行うことを目的として、東京都千代田区に㈱TOKYO GIRLS COLLECTION（現当社）を設立

2016年９月 TOKYO GIRLS COLLECTIONの企画・運営を行っていた㈱W mediaの全株式を取得し、完全子会社化

2016年10月 ㈱W mediaが地方創生プロジェクトとして「takagi presents TGC KITAKYUSHU 2016 by TOKYO GIRLS

COLLECTION」を開催

2017年１月 ㈱TOKYO GIRLS COLLECTION（現当社）を存続会社、㈱W mediaを消滅会社とする吸収合併を行い、㈱W

TOKYOに商号を変更

2017年１月 本社を東京都渋谷区に移転

2017年１月 インドネシア ジャカルタにて「TGC Night in JAKARTA 2017」を開催

2017年12月 地方創生プロジェクトとして中国地方初となる「Istyle presents TGC HIROSHIMA 2017 by TOKYO

GIRLS COLLECTION」を開催

2018年５月 SDGs（持続可能な開発目標）の推進企業としてニューヨーク国際連合本部において表彰、ファッショ
ンセレモニー「TGCファッションセレモニー at 国連DDR」を開催

2018年６月 ㈱ディー・エル・イーより「TOKYO GIRLS COLLECTION」の商標権を取得　商標と運営の一体化を実現

2018年７月 地方創生プロジェクトとして北陸地方初となる「プレステージ・インターナショナル presents TGC

TOYAMA 2018 by TOKYO GIRLS COLLECTION」を開催

2019年１月 地方創生プロジェクトとSDGs推進を掛け合わせた「SDGs推進 TGC しずおか 2019 by TOKYO GIRLS

COLLECTION」を開催

2019年４月 地方創生プロジェクトとして「TGC KUMAMOTO 2019 by TOKYO GIRLS COLLECTION」を開催

2019年６月 親会社である㈱ディー・エル・イーから独立　親会社の株式譲渡により新株主体制に移行

2019年11月 本社を東京都渋谷区内で移転

2020年２月 「第30回 マイナビ 東京ガールズコレクション 2020 SPRING/SUMMER」を史上初の無観客開催

2020年７月 新規ブランド構築を目的とした子会社「㈱W lab」を設立

2021年11月 SDGs推進を含むシティプロモーションとして「SDGs FES in EDOGAWA supported by TGC」を開催

2022年３月 TOKYO GIRLS COLLECTIONをバーチャル空間で体験できる「バーチャルTGC」をローンチ

2022年10月 地方創生プロジェクト初となる野外フェス「TGC FES YAMANASHI 2022」を開催

2023年２月 地方創生プロジェクトとして関西地方初となる「oomiya presents TGC WAKAYAMA 2023 by TOKYO

GIRLS COLLECTION」を開催

2023年５月 TGC teenの地方創生プロジェクトとして初となる「TGC teen ICHINOSEKI 2023」を開催

2023年６月 東京証券取引所グロース市場に株式を上場

2023年11月 地方創生プロジェクト初となる神社及びアーケード街を舞台とした「BISHU COLLECTION produced by

TGC」を開催
2023年12月 Web3テクノロジーを活用したグローバルエンターテインメントプロジェクトの展開を目的として、合

弁会社㈱YOAKE entertainmentを設立

2024年７月 地方創生プロジェクトとして四国地方初となる「TGC MATSUYAMA 2024 by TOKYO GIRLS COLLECTION」

を開催
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（参考情報）

現当社が2017年１月に㈱W mediaを消滅会社とする吸収合併を行い、運営会社となる以前の東京ガールズコレク

ションの運営会社に関する沿革は以下のとおりであります。

年月 変遷の内容

2005年８月 ㈱ゼイヴェルが「第１回 東京ガールズコレクション 2005 AUTUMN/WINTER」を企画、開催

2006年５月 ㈱ゼイヴェルと㈱博報堂DYメディアパートナーズとの合弁で、協賛営業を行う会社として㈱F1メディ
ア（商号変更後、㈱W media）を設立

2009年中 東京ガールズコレクションの企画・制作メンバーの一部が㈱ゼイヴェル（商号変更後、㈱ブランディ
ング）から㈱F1メディアへ転籍

2013年６月 ㈱F1メディアがシンガポールにて「ASIA STYLE COLLECTION by style×style.com」を開催

2014年５月 ㈱F1メディアがタイ バンコクにて「TOKYO GIRLS TOWN in Thailand」を開催

2015年６月 ㈱ディー・エル・イーが「TOKYO GIRLS COLLECTION」の商標権を取得

2015年10月 ㈱F1メディアが地方創生プロジェクトとして「takagi presents TGC KITAKYUSHU 2015 by TOKYO

GIRLS COLLECTION」を開催

2015年11月 ㈱F1メディアが㈱W mediaに商号を変更

 

３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、非連結子会社㈱W labで構成されております。

当社は、「すべてのヒト・モノ・コト・地域が輝く世界をつくる」というビジョンを掲げ、TOKYO GIRLS

COLLECTIONのブランドを活かした独自のプロデュースノウハウを軸に、ヒト・モノ・コト・地域のまだ見ぬ価値を共

創し、その価値を最大化させることをミッションとして事業を展開しております。

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は記載せず、主要な

サービス領域について記載しております。

 

(1）TGCプロデュース領域

当社は、毎年春と秋に東京近郊で開催するTOKYO GIRLS COLLECTIONにおいて主として協賛金収入（協賛企業にプ

ロモーションの機会を提供することによる収入）、チケット販売による収入及びブランド出展料収入を得ておりま

す。また、TOKYO GIRLS COLLECTIONの企画・ブランド力を活かした地方都市での開催、SDGs推進を始めとするシ

ティプロモーション等を展開しており、地方自治体からも収入を得ております。これらを通じて、また、これらで

培ったノウハウを活かして、プロモーション機会の提供、企業のPRコンサルティング、コンテンツ制作、タレント

キャスティング等を行っております。当社の事業におけるブランドの源泉であり、主たる収益源となる事業領域で

す。

 

①TOKYO GIRLS COLLECTION

当社主力ブランドのTOKYO GIRLS COLLECTIONは常に最先端のテクノロジーや最旬のトレンドを取り入れたキャス

ティング・コンテンツプロデュースにより、日本のリアルクローズ（現実の生活の中で、日常的に着こなせる衣

服）を披露するファッションショーをはじめ、豪華アーティストによる音楽ライブや、旬なインフルエンサーが多

数登場するスペシャルステージ、話題のアイテムにタッチアンドトライできるブース等を組み合わせた、青年層

（10代～30代）に対する発信型プラットフォームです。2005年より毎年春と秋に東京近郊のアリーナクラスの会場

において開催しております。特定のメディアやコンテンツ等に左右されないビジネス展開により、来場者及びオン

ライン配信の視聴者、各種メディアによるその拡散力を活用し、企業や地方自治体・官公庁に対しプロモーショ

ン・コンテンツプロデュースの機会を提供する対価としての協賛金収入を主たる収益源として運営しております。

具体的には、協賛ステージ枠の提供・協賛ブース枠の提供・公式SNSサイトと連動したキャンペーン・来場者及び

オンライン配信の視聴者に向けたCM放映枠の提供等の様々な協賛メニューを用意し、企業等のニーズに応じたプロ

モーションを実施いたします。また、青年層等の個人顧客に対しライブ・エンタテインメントの体験を提供し、チ

ケット収入を得ており、アパレルブランド企業に対しファッションショー出展によるプロモーションの機会を提供

する対価としてのブランド出展料収入を得ております。

 

②TOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催

TOKYO GIRLS COLLECTIONの企画力・ブランド力を活かし、地方都市でTOKYO GIRLS COLLECTIONを開催しておりま

す。企業からの協賛金収入及び開催地の道府県・市町村からの開催に伴う対価を主たる収益源として運営しており

ます。昨今ではSNS等の普及により、東京をはじめとする主要都市と地方都市の間に「情報格差」がほとんどない

一方で、地方都市においては、主要都市と比較してエンタテインメントを体験できる機会が少なく、両者間の体験

の質と量の格差、すなわち「体験格差」は非常に広がっております。また、地域単独での発信力の弱さから当該地

域が有する貴重な財産の価値を世に広めることが難しいという課題が存在していると当社では分析しています。当

社は、この「体験格差」及び地域における発信力の課題の重要性に着目し、そのソリューションとして、コンテン
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ツ企画力・発信力を有するTOKYO GIRLS COLLECTIONのプロデュースにより、その地域・企業が有する財産をステー

ジ・ブース等を利用してコンテンツ化し、体験の機会及び日本全国に対する発信の場を提供しております。地方で

開催するTOKYO GIRLS COLLECTIONは、地方自治体、商工会議所、地場の有力企業等と横断的に連携し、市民参加型

の企画・地元商業施設との連動等、地域の活性化に貢献できる仕掛けを企画することで、経済効果を創出していま

す。さらに、過去の開催実績から自治体ごとの課題やニーズに応じた企画の立案が可能であり、他の地方都市への

展開の再現性が高い事業モデルといえます。

主なTOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催の実績は以下のとおりです。

 

実施年月 開催名 開催場所

2015年10月 takagi presents TGC KITAKYUSHU 2015 by TOKYO GIRLS COLLECTION 福岡県北九州市

2016年10月 takagi presents TGC KITAKYUSHU 2016 by TOKYO GIRLS COLLECTION 福岡県北九州市

2017年10月 takagi presents TGC KITAKYUSHU 2017 by TOKYO GIRLS COLLECTION 福岡県北九州市

2017年12月 Istyle presents TGC HIROSHIMA 2017 by TOKYO GIRLS COLLECTION 広島県広島市

2018年７月
プレステージ・インターナショナル presents TGC TOYAMA 2018 by

TOKYO GIRLS COLLECTION
富山県富山市

2018年10月 takagi presents TGC KITAKYUSHU 2018 by TOKYO GIRLS COLLECTION 福岡県北九州市

2019年１月 SDGs推進 TGC しずおか 2019 by TOKYO GIRLS COLLECTION 静岡県静岡市

2019年４月 TGC KUMAMOTO 2019 by TOKYO GIRLS COLLECTION 熊本県上益城郡益城町

2019年７月
プレステージ・インターナショナル presents TGC TOYAMA 2019 by

TOKYO GIRLS COLLECTION
富山県富山市

2019年10月 takagi presents TGC KITAKYUSHU 2019 by TOKYO GIRLS COLLECTION 福岡県北九州市

2020年１月 SDGs推進 TGC しずおか 2020 by TOKYO GIRLS COLLECTION 静岡県静岡市

2022年11月 TGC KITAKYUSHU 2022 by TOKYO GIRLS COLLECTION 福岡県北九州市

2023年１月 SDGs推進 TGC しずおか 2023 by TOKYO GIRLS COLLECTION 静岡県静岡市

2023年２月 oomiya presents TGC WAKAYAMA 2023 by TOKYO GIRLS COLLECTION 和歌山県和歌山市

2023年10月
CREATEs presents TGC KITAKYUSHU 2023 by TOKYO GIRLS

COLLECTION
福岡県北九州市

2024年１月 SDGs推進 TGC しずおか 2024 by TOKYO GIRLS COLLECTION 静岡県静岡市

2024年２月 oomiya presents TGC WAKAYAMA 2024 by TOKYO GIRLS COLLECTION 和歌山県和歌山市

2024年４月
麻生専門学校グループ presents TGC 熊本 2024 by TOKYO GIRLS

COLLECTION
熊本県上益城郡益城町

 

③その他シティプロモーション

今後の日本は首都一極集中のリスクに備えるため、地方が有する社会課題を解決し、青年層の力で地域を活性化

させ地域独自の価値を高めていくニーズが増すと当社は分析しています。当社は、TOKYO GIRLS COLLECTIONで培っ

た発信力・企画力をもとに、TOKYO GIRLS COLLECTIONのプラットフォーム以外でも、各自治体のニーズやサイズに

応じたプラン、たとえば観光PRムービーの制作、地域の名産品のブランド化やプロモーション、地元イベントのプ

ロデュース等で地域活性化のソリューション提供を行っており、地方自治体から受託収入を得ております。

従来から継続して東京都江戸川区に対して実施しているシティプロモーション・シティブランディングや、神奈

川県足柄下郡湯河原町に対して実施している同町の天然資源である温泉を活用した商品のプロデュース及びプロ

モーションに加え、地方ごとの社会課題への対応を加速するため、複数の地方銀行とも連携し、今後も日本のあら

ゆる自治体を対象にオーダーメイドでサービスを展開する予定です。

 

(2）コンテンツプロデュース・ブランディング領域

TOKYO GIRLS COLLECTIONで培った企画力・ブランド力を活かし、顧客のニーズに適う商材のブランディングを行

うため、トップインフルエンサーやアーティストを広告塔としてキャスティングすることに加え、新たなクリエイ

ティブの企画を行うことにより、広告キャスティング収入やクリエイティブ制作収入を得ております。

その他、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランドと他のモノ・コトとコラボレーションし、スクール事業・オーディ

ション事業・ティーン世代向けのイベントプロデュース・オリジナル商品の開発等を展開しております。スクール

事業はスクール運営者からブランドロイヤリティとして入会金及びレッスン料の一部を受領、オーディション事業

は協賛企業及び配信プラットフォーマーから協賛金収入を受領、ティーン世代向けのイベントプロデュースではイ

ベント制作者からブランドロイヤリティとして監修料及び協賛金売上の一部を受領、オリジナル商品の開発ではブ

ランドロイヤリティとして販売額の一部を受領しております。
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(3）デジタル広告領域

①アフィリエイトwalker

アフィリエイトプラットフォームとして、アフィリエイト・サービス・プロバイダー（ASP）である「アフィリ

エイトwalker」を展開しております。アフィリエイトは、広告主からアフィリエイトwalkerを通じて出稿の依頼を

受けた広告を、提携先パートナーであるポイントサイトメディア・比較サイトメディア・その他オウンドメディア

に掲載し、消費者を広告主のサイトへ誘導し、課金サービスに加入する等の広告成果の発生に応じて報酬を得る仕

組みであります。当社は、月額課金サイト（サブスクリプションサービス）の広告案件を多く有していることで安

定的な収益源となっております。広告主より成果報酬を受領し、また、当社からメディア運営者へ、当社手数料相

当分を差し引いて成果報酬の支払を行います。

 

②girlswalker

当社の主力ブランドであるTOKYO GIRLS COLLECTIONの公式メディアとして、「girlswalker（ガールズウォー

カー）」（https://girlswalker.com/）の運営を行っております。当サイトは、最旬のエンタメ情報を中心に

ファッション、ライフスタイル、SDGs等の最新トレンドを発信するメディアとして機能しており、広告主企業から

のネットワーク広告収入及び企業の依頼に基づきプロモーション記事を編集・投稿することでタイアップ広告収入

を得ております。

 
 

［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

当社は当事業年度において、子会社１社（株式会社W lab）を所有しておりますが、非連結子会社であるため、記

載を省略しております。

 

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

   2024年６月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

52 32.7 5.4 6,253,822

（注）１．従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は従業員の総数の100分の10未満であるため、記載を省略

しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社の事業セグメントは、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメン

ト別の従業員数の記載はしておりません。

 

(2）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特筆すべき事項はありません。

 

(3）管理職に占める女性労働者の割合、男女の平均継続勤務年数の差異

当事業年度

補足説明管理職に占める女性労働者

の割合（％）

（注）１．２．

男女の平均継続勤務年数の

差異（％）

（注）１．２．

25.0 87.6 －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定による公表

義務の対象ではないものの任意で記載を行っております。

３．当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公

表義務の対象ではないため、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異については記載

を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）経営方針、経営戦略等

当社は、「すべてのヒト・モノ・コト・地域が輝く世界をつくる」というビジョンを掲げ、TOKYO GIRLS

COLLECTIONのブランドを活かした独自のプロデュースノウハウを軸に、ヒト・モノ・コト・地域のまだ見ぬ価値を

共創し、その価値を最大化させることをミッションとして事業を展開しております。

このような経営方針のもと、当社は、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド価値及びノウハウを活用し、あらゆる

ヒト・モノ・コト・地域の価値を高めるためのブランディングやプロモーションをリアルイベント以外の方法でも

提供するサービスに注力し、事業基盤の強化に努めております。

当社事業のさらなる拡大のために、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランドの維持・向上、あらゆるヒト・モノ・コ

ト・地域のブランディングを重点的に進めてまいります。当社が創り上げたTOKYO GIRLS COLLECTIONというブラン

ドを中心とした当社の事業は、事業活動に係る直接的な許認可等はないものの、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブラン

ド、知名度とネットワークは2005年より本書提出日まで通算39回にわたる開催実績（TOKYO GIRLS COLLECTIONの東

京開催）の蓄積及び継続的投資の中で確立し得たものであり、他社が即時に模倣することは困難であり、引き続き

このブランド力を活用したさらなる事業拡大を図ってまいります。

 

(2）経営環境

①市場の規模

当社は、TOKYO GIRLS COLLECTIONの企画・運営に加え、TOKYO GIRLS COLLECTIONで培った企画力やネットワー

ク、TOKYO GIRLS COLLECTION自体のブランド力等を活用し、多様な事業機会の創出を行うことで、様々な業界に幅

広く関連するビジネスを展開しているため、当社事業と完全に合致する業界はありません。

そのような中で、当社が展開する事業の根幹は、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド力を活かして、あらゆるヒ

ト・モノ・コト・地域のブランディング、コンテンツプロデュース等を行い、それらの魅力をリアルやオンライン

の形で世の中に発信していくことであるため、関連性が比較的高い業界は、以下のとおりとなります。

広告市場：７兆3,167億円（内インターネット広告費３兆3,330億円）（2023年）（参考：「2023年 日本の広告

費」㈱電通）

ライブ・エンタテインメント市場：6,857億円（2023年、オンラインライブ市場は含まず）（参考：「2023年の

ライブ・エンタテインメント市場規模（確定値）」ぴあ総合研究所㈱）

 

②市況

広告市場は、2023年においては、推定開始以降、過去最高となりました。このうちインターネット広告費は2023

年に前年対比107.8％の３兆3,330億円（「2023年 日本の広告費」㈱電通）と伸長し、特に動画広告需要やソー

シャルメディア上での広告需要が広告市場全体の成長を後押ししております。

2020年春頃からの新型コロナウイルス感染症の拡大による外出自粛の影響を大きく受け、ライブ・エンタテイン

メント市場は大きく落ち込んでおりましたが、2023年は6,857億円（対2019年増減率8.9％増）となり、過去最高を

更新しました（「2023年のライブ・エンタテインメント市場規模（確定値）」ぴあ総合研究所㈱）。アフターコロ

ナ時代を迎え、ライブイベントで熱狂を体感したい需要は当社としては今後も継続すると想定しております。

当社では、新型コロナウイルス感染症拡大による影響を受けた期間中、オンライン配信へのユーザーの取り込み

やSNSでの施策に注力してまいりました。オンライン配信での視聴によるTOKYO GIRLS COLLECTION（東京開催・地

方開催）を体感するユーザーの増加は、TOKYO GIRLS COLLECTIONの発信力やブランド価値の強さを示すものでもあ

り、協賛企業や地方自治体の満足度を高め、契約の継続につながることや、TOKYO GIRLS COLLECTION以外のコンテ

ンツプロデュース・デジタル広告サービスへの興味が促進され、受注拡大にもつながるものと考えております。
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(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社の展開するTOKYO GIRLS COLLECTIONブランドは、2005年から本書提出日まで通算39回にわたる開催実績の蓄

積及び継続的投資により、圧倒的な認知度・ブランド力・発信力を誇る、青年層と社会課題をつなぐ架け橋となる

プラットフォームへ進化してまいりました。

当社は、今後の成長戦略として、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド力・発信力を最大限に活用し、今まで培っ

てきたノウハウとネットワークを活かし、あらゆるヒト・モノ・コト・地域を世の中にフィットしたかたちで、そ

れらの魅力がより輝くようにコンテンツプロデュース・ブランディングを行い、これらを通じて利益率の高い収益

基盤の強化に努めてまいります。TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド力・ネットワークに魅力を感じる顧客に対し

ては、TOKYO GIRLS COLLECTION以外のコンテンツプロデュース・ブランディングの機会も提供しうるため、顧客数

の増加に連動して事業成長が可能となります。

当社は、将来にわたって成長を継続させ、企業価値の向上を実現するために、以下の課題に積極的に対処してま

いります。

 

①TOKYO GIRLS COLLECTIONブランドの更なる価値向上

TOKYO GIRLS COLLECTIONブランドは、2005年より本書提出日まで通算39回にわたる開催実績の蓄積及び継続的投

資により、他社による模倣困難な強固なブランド力を確立しておりますが、当社事業の中長期的な成長戦略を実現

していくために、常に青年層のニーズや時代の潮流を反映したコンテンツを企画し、継続的にブランド価値を高め

るとともに、その価値を最大限に活用した事業展開に努めてまいります。

 

②他社及び地方自治体との提携

当社はTOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド価値を活用し、異なる強みを持った企業との提携を積極的に展開して

おり、当社と提携先の持つ経営資源を融合することにより、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド価値の更なる向上

という相乗効果を生み出すことが可能となります。

また、当社はTOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催やその他シティプロモーションにより、地方自治体との連携を

積極的に展開しております。これらの活動は、当社固有のノウハウ・ネットワーク及びTOKYO GIRLS COLLECTIONの

ブランド力を活用することにより、それぞれの地域のニーズ・社会課題に応じた取り組みを再現性高く、日本全国

の1,700を超える自治体を対象に、効果的・効率的に展開することが可能となります。

今後の成長戦略において、積極的に他社との提携による事業シナジーの創出及び地方自治体との連携による社会

課題の解決を通じた企業価値の向上に努めてまいります。

 

③優秀な人材の獲得・育成

当社が展開する事業の優位性を維持・向上していくためには継続的に優秀な人材の確保が必要となるとともに、

当社の経営理念、ビジネスモデルに適した人材の開発が重要となってまいります。そのため当社は、時代やトレン

ドの変化に敏感で企業や自治体のニーズを汲み取り、付加価値を生み出すことのできる企画提案力に優れた優秀な

人材を惹きつける事業戦略を展開し、新卒・中途採用の積極的展開、既存社員の育成に注力していくとともに、人

材が中長期的に活躍できるような事業環境を整えてまいります。

 

④海外事業展開

当社の事業活動は、現状、国内における事業活動が中心でありますが、当社の継続的な成長にはより多くの市場

が存在する海外、特にアジア圏への進出は重要であると考えております。個々のブランド・企業体だけでは難しい

海外進出について、TOKYO GIRLS COLLECTIONで培ったノウハウ・ネットワークを活用することにより効率的な展開

が可能となると考えております。

当社は今までの国内におけるブランド価値の創造、タイ、シンガポール、インドネシア等の海外進出経験を活か

し、経済産業省等の行政機関や支援パートナーとの適時適切な連携を行っていくことにより、更なる市場拡大に努

めてまいります。

 

⑤財務基盤の強化

当社の運転資金及び設備投資資金は、主として営業活動により得た資金に加え、必要に応じて金融機関から借入

実施により調達した資金で賄うことを基本方針としております。上記事業上の課題に対する対処及び継続的な設備

投資を実行できるよう、内部留保の確保と株主還元の適切なバランスを検討し、既存事業の営業キャッシュ・フ

ローの改善等に対処する等、財務基盤の強化に努めてまいります。
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(4）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、売上高、営業利益、調整後営業利益、

調整後当期純利益を採用しております。これらの指標は、当社のTOKYO GIRLS COLLECTIONというブランド価値を活

用した社会への価値提供の程度、また当社における経営の効率性を測るためのものとして適切であると考えており

ます。

（調整後利益の計算方法）

調整後営業利益＝営業利益＋のれん償却額＋商標権償却額

調整後当期純利益＝税引前当期純利益＋のれん償却額＋商標権償却額－想定税金費用（※１）

※１想定税金費用＝法人税、住民税及び事業税＋法人税等調整額＋商標権償却額×実効税率（課税所得が発生す

る場合）
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社は「すべてのヒト・モノ・コト・地域が輝く世界をつくる」というビジョンを掲げ、TOKYO GIRLS COLLECTION

のブランドを活かした独自のプロデュースノウハウを軸に、ヒト・モノ・コト・地域のまだ見ぬ価値を共創し、その

価値を最大化させることをミッションとして事業を展開しております。

当社では、企業や地方自治体のサステナビリティやSDGsの推進活動にも積極的に取り組んでおり、それらの活動を

通じて社会のサステナビリティの実現を目指すことが、ビジョン・ミッションそのものを追求することでもあると認

識しております。そのため、サステナビリティを巡る課題への対応は、当社の中長期的な企業価値の向上の観点で

も、経営の重要課題と認識しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）ガバナンス

当社においては、取締役会がサステナビリティ全般に関するリスク及び機会の監督に対する責任と権限を有して

おり、その対応方針及び実行計画等に関する経営上の重要事項を審議・監視いたします。詳細につきましては、

「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの概要」に

記載のとおりであります。

 

(2）リスク管理

当社は、サステナビリティ全般に関するリスク及び機会を識別し評価できるよう、リスク管理規程に基づき、リ

スク管理体制を整備しております。詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナン

スの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの概要」に記載のとおりであります。

 

(3）人的資本に関する戦略

当社は、持続的成長と企業価値向上にあたり、人材は最も重要な経営資源と考えており、サステナビリティ関連

の項目の中で、特に人的資本を重視しています。したがって、優秀な人材の流出防止と積極的な新規採用に取り組

んでおります。当社にとっての優秀な人材に関する考え方については、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営

環境及び対処すべき課題等　(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題」に記載のとおりであります。

人材の意欲及び発想力を組織として最大限活かすために、チャレンジし続ける人材を評価するという人事考課の

方針について代表取締役自ら定期的に発信するとともに、個人の成長機会を絶やさないよう、OJTや上長との面談

を通じて教育・育成に取り組んでおります。

その他、リモートワーク・時差出勤の導入、MVP表彰制度、リファラル採用を促進するためインセンティブ支給

制度等の仕組みを設け、多様な人材が継続して活躍できるよう環境を整備しております。

 

(4）人材の育成及び社内環境整備に関する指標及び目標

当社では、ビジョン・ミッションの追求を通じて、多様な人材が自身の成長及び企業価値向上に取り組み活躍で

きる組織を目指し、企業として新たな価値創造・成長戦略の実現を目指してまいります。そのために、「(3）人的

資本に関する戦略」において記載した戦略を実行し、その他有用な戦略の追加・拡充の検討を重ねていくととも

に、サステナビリティを推進するうえで適切と考えられる、具体的な指標及び目標について議論してまいります。

なお、当社の管理職に占める女性労働者の割合、男女の平均継続勤務年数の差異は「第１　企業の状況　５　従

業員の状況」に記載のとおりであります。
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３【事業等のリスク】

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項には、以下

のようなものがあります。また、必ずしもリスク要因には該当しない事項につきましても、投資者の投資判断上、重

要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。当社

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、発生した場合の対応に努める方針です。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであり、将来において発生の可

能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。

 

(1）事業環境に関するリスク

①景気変動（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：不特定、影響度：中）

当社グループの主要ブランドであるTOKYO GIRLS COLLECTIONは、国内外の経済情勢の影響を受けつつもブランド

力を軸にこれまでに築き上げた事業基盤のもと運営を展開してきており、景気変動があった際にも事業展開を調節

する等機動的な対応が可能であると考えております。しかしながら、今後、景気が大幅に悪化した場合は、一時的

なプロモーションの減少等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②災害・事故、戦争等（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：不特定、影響度：小）

企業の広告宣伝・広報関連予算、興行等の実施は、自然災害、社会的インフラの障害、大規模な事故、戦争、テ

ロその他事業活動に影響する事象が発生した場合、その影響を受けやすい傾向にあります。特に興行等については

社会全体としてエンタテインメントに対する消費マインドの冷え込み等が想定されます。当社では、オンライン施

策等の充実や、企業のみならず地方自治体向けにもイベント以外の方法でのプロモーション・ブランディングのノ

ウハウや実績を積み上げてきたことで、今後も対応できるものと考えておりますが、これらの災害・事故、戦争等

が発生した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③競合環境について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：不特定、影響度：小）

TOKYO GIRLS COLLECTIONブランドを中心とした事業展開は、長期にわたる投資により、リアルな体験価値とデジ

タルを複合的に組み合わせ、かつSDGsや地方創生等の変わり続ける社会課題への対応までを包含した複雑なプロ

デュース設計を行っているため、容易に模倣することが困難な事業構造となっております。しかしながら採算を考

慮しない投資により他社が競合展開した場合、国内外のブランドの新規参入により競争が激化した場合には、当社

グループの事業及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

(2）事業内容に関するリスク

①TOKYO GIRLS COLLECTIONブランド価値の低下に関するリスク（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：不特定、影

響度：中）

当社グループの展開するTOKYO GIRLS COLLECTIONは、2005年以降の継続的投資により、競争優位性の高いブラン

ドへ進化してまいりました。今後も継続的にブランド価値を高めるとともに、その価値を最大限に活用した事業展

開を行ってまいりますが、不測の事態により適切なタイミングでの投資等ができず、ブランド価値が低下した場

合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループはブランド価値や社会的信用の維

持及び向上に努めて事業を遂行しておりますが、当社グループやTOKYO GIRLS COLLECTIONを巡る風評が拡散された

場合、ブランド価値が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②TOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催に関するリスク（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：不特定、影響度：

中）

当社グループでは、関東近郊以外の地方都市において、地方自治体や開催地の企業等と横断的に連携し、その地

域の抱える課題に対するソリューションをTOKYO GIRLS COLLECTIONのプラットフォームを活用して提供しておりま

す。このような地方開催においては、民間企業のみならず当該地方自治体からも開催に関する制作費等をお支払い

いただき、金額規模に応じたコンテンツを実施しており、地方自治体等による意見・判断により、開催の有無や収

益金額が変動します。地方自治体等とは開催にあたって十分な協議を行った上で運営を行っておりますが、地方自

治体等の個別事情により不測の事態が発生した場合には、開催の中止・延期や規模の縮小により当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

 13/105



③海外事業展開について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：不特定、影響度：小）

当社グループの事業活動は、現状、国内における事業活動が中心でありますが、今後海外事業展開を検討してい

く予定です。十分な事前調査、経済産業省等の行政機関や支援パートナーとの連携によりリスクを最小限に抑えた

形で展開を行ってまいりますが、海外事業展開には、事業投資に伴うリスク（為替リスク、カントリーリスク等）

を伴う可能性があり、計画どおりに海外事業展開ができない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

④新規事業開発について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：中期、影響度：小）

当社グループの今後の成長戦略としては、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド価値を活用した事業として、他の

モノ・コトとの連携等による新規事業の創出等を行っていく方針であります。新規事業展開にあたっては慎重な検

討を重ねたうえで取り組んでまいりますが、当該事業を取り巻く環境の変化等により、当初の計画どおりの成果が

得られない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤情報管理について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：不特定、影響度：小）

当社グループは事業を推進していく中で、クライアントの機密情報や消費者等の個人情報を扱う機会がありま

す。情報漏洩による企業経営・信用への影響を十分に認識し、各種規程・マニュアルの整備、社員への周知徹底

等、情報の管理体制の整備を行っていますが、万が一情報が漏洩した場合は、損害賠償費用の発生、社会的信用の

失墜等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥知的財産権について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：不特定、影響度：小）

当社グループの事業を行っている中で、第三者の肖像権や商標権等の知的財産権を利用する場合には適切な権利

許諾を得ておりますが、万が一それらを侵害した場合、権利者から当該権利に基づく商品販売やサービス提供の中

止を求められ損害賠償を請求されるおそれがあります。その結果、当該商品販売やサービス提供の中止、また損害

賠償請求に対応する費用が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループにおいて、主要ブランドであるTOKYO GIRLS COLLECTIONの商標権等について日本国内では知

的財産権の申請を行い権利化しておりますが、当社グループの知的財産権が第三者に侵害された場合、又は商標権

を取得していない国や地域において第三者がTOKYO GIRLS COLLECTIONの名称を騙ったイベントを開催した場合に

は、ブランドイメージの低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦安全管理について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：短期、影響度：中）

当社グループの主要事業であるTOKYO GIRLS COLLECTION（東京開催・地方開催を含む）では、多数の機材を用い

て会場を設営し・多数の来場者を集客するため、安全管理には細心の注意が必要となります。このため、当社グ

ループは開催回ごとのマニュアルを作成し、それに従った行動を徹底しております。万が一、会場において事故が

発生した場合、機材や施設の破損、関係者や来場者に身体的被害を与える可能性があります。このような場合、当

社の業績及び信用に影響が及ぶ可能性があります。

 

(3）事業体制に関するリスク

①小規模組織であること（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループは、小規模な組織であり、業務執行体制もこれに応じたものとしております。当社グループは今後

の事業拡大に応じて、人員の採用、能力開発等を行うとともに業務執行体制の充実を図り、リソースの柔軟な補強

のために業務委託先を積極的に活用していく方針でありますが、これらの施策が計画どおりに進行しなかった場合

には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

②コーポレート・ガバナンス体制及び内部管理体制の強化（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：

中）

当社グループは、継続的な企業価値の向上を実現させるためには、コーポレート・ガバナンスの強化は重要な課

題の一つであると認識しております。しかしながら、法令等に抵触する事態や不正行為が発生する事態が生じた場

合には、当社の事業及び業績に影響を与える可能性があります。そのため、コンプライアンス遵守を重視した企業

経営を推進し、業務運営の効率化及び事業リスク管理の徹底等、内部管理体制をより一層強化してまいります。

 

③優秀な人材の獲得・育成について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：短期、影響度：中）

当社グループが展開する事業においては、高度なプロデューススキルを有する人材が要求されることから、必要

な人材を適切に確保するとともに、育成を行っていく必要があります。当社グループは今後の事業拡大に応じて必

要な人材の確保と育成に努めていく方針でありますが、必要な人材の確保が計画どおり進まなかった場合や、現在

在籍する人材の社外流出が生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④長時間労働の発生について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：短期、影響度：中）
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当社グループの事業では、TOKYO GIRLS COLLECTION開催の直前期においては、関係各方面との連携の中で想定外

の事象が発生することがあり、クリエイティブの品質担保・納期遵守等のために一時的に長時間労働が発生するこ

とがあります。当社では長時間労働の抑制に努めておりますが、従業員の健康問題や労務問題に発展した場合に

は、士気の低下及び当社の信用力の低下等により、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

⑤他社との業務・資本提携等について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

当社グループは、他社との業務提携、資本提携等を通じて事業の拡大、スピードアップに取り組んでいく方針で

あります。提携にあたっては事前に他社の強みを理解し、提携の効果について十分な検討を行ったうえで、当社グ

ループと提携先の持つ経営資源を融合することにより、事業シナジーを発揮することを目指しますが、当初見込ん

だ効果が発揮されない場合、当社グループの事業展開、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥配当政策について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：中期、影響度：小）

当社グループの利益配分につきましては、業績の推移を見据え、将来の事業の発展と経営基盤の強化のための内

部留保を意識しつつ、経営成績や配当性向等を総合的に勘案し、安定的かつ継続的な配当を維持することを基本方

針としております。しかしながら当社は、成長過程にあり、株主への長期的な利益還元のためには、経営基盤強化

と事業拡大のための投資等が優先事項と捉え、配当を行っておりません。

将来的には、業績及び財務状態等を勘案しながら株主への利益の配当を目指していく方針でありますが、配当実

施の可能性及びその実施時期等については、現時点において未定であります。

 

⑦ストック・オプション行使による株式価値の希薄化について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響

度：小）

当社グループでは、役員、従業員及び社外協力者に対するインセンティブを目的としたストック・オプション制

度を採用しております。これらストック・オプションについて行使が行われた場合には、当社株式が新たに発行さ

れ、既存の株主が有する株式の価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。当事業年度末現在において、

これら新株予約権による潜在株式数は239,900株であり、発行済株式総数2,707,260株の8.9％に相当します。

 

(4）財務・経理に関するリスク

①有利子負債依存度について（顕在化の可能性：低、顕在化の時期：中期、影響度：小）

当社グループは、過去取得した商標権の購入資金及びその他運転資金を金融機関からの借入により調達しており

ます。当事業年度末時点において、当社の有利子負債残高は900,595千円となり、有利子負債依存度は29.1％と

なっております。

現在は、当該資金を主として固定金利に基づく長期借入金により調達していますが、変動金利により調達してい

る一部の借入にかかる資金調達コストが上昇した場合や、将来の資金調達にあたっては、当社の業績及び財政状態

に影響を与える可能性があります。

 前事業年度末 当事業年度末

有利子負債残高（千円） 1,150,865 900,595

有利子負債依存度（％） 36.9 29.1

（注）１．有利子負債残高は、短期及び長期借入金（１年内返済予定を含む）、リース債務（１年内支払予定を含

む）の合計額であります。

２．有利子負債依存度とは、総資産に占める有利子負債の比率であります。
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②減損損失について（顕在化の可能性：中、顕在化の時期：中期、影響度：中）

のれん及び商標権は、当社の資産の相当な部分を占めます。過去の組織再編により発生したのれん及び商標権

は、当事業年度末現在それぞれ157,624千円、362,034千円であり、合わせて当社の総資産の16.8％を占めていま

す。

日本の会計基準のもとでは、毎期減価償却を行っていますが、これらの資産性は特にTOKYO GIRLS COLLECTIONの

運営ノウハウやブランド価値によって担保されているものであるため、外部環境の著しい変化等により当社グルー

プの事業から生ずる損益が悪化し、事業計画と業績が大きく乖離した場合、のれん及び商標権を始めとして固定資

産について減損損失を計上することとなり、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

③業績の偏重について（顕在化の可能性：高、顕在化の時期：短期、影響度：中）

当社グループは、継続的に安定した収益を確保するために、四半期毎の業績の平準化に努めておりますが、

TOKYO GIRLS COLLECTIONの売上規模が全体の売上に占める割合が大きく、開催の月の属する四半期（第１四半期、

第３四半期）に売上高及び売上総利益が偏重する傾向があります。一方で、販売費及び一般管理費は固定的に発生

するため、営業利益も第１四半期及び第３四半期において最も高くなる傾向があります。

TOKYO GIRLS COLLECTIONの実施時期の変更が発生した場合には、売上及び利益の計上時期が前後の四半期になる

可能性があり、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当事業年度における四半期ごとの売上高、売上総利益及び営業利益の推移は下記のとおりです。

  
第１四半期

（７月～９月）

第２四半期

（10月～12月）

第３四半期

（１月～３月）

第４四半期

（４月～６月）
当事業年度

売上高 （千円） 1,135,845 789,977 1,266,944 765,006 3,957,772

売上総利益 （千円） 534,583 287,875 453,678 240,607 1,516,743

営業利益又は

営業損失（△）
（千円） 289,577 43,885 195,736 △21,156 508,042
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおり

であります。

 

①経営成績の状況

当社では、2023年９月及び2024年３月に「TOKYO GIRLS COLLECTION」（以下、「TGC」という）を開催し、高ラ

ンクの協賛企業及び出展アパレルブランドの増加や来場者チケットの完売等により収益性の向上に注力いたしまし

た。また、2023年10月に「TGC 北九州 2023」、2024年１月に「TGC しずおか 2024」、2024年２月に「TGC 和歌山

2024」（これらの都市では前事業年度も開催）に加え、2024年４月には2019年以来の開催となる「TGC 熊本

2024」を実施いたしました。このほか東京都江戸川区、福井県鯖江市、神奈川県湯河原町等に対するシティプロ

モーションや、愛知県一宮市で開催した「BISHU COLLECTION」、山梨県で開催した「TGC FES 山梨 2023」、岩手

県一関市で開催した「TGC teen 一関 2024」など、TGCで培った発信力を活かした地方創生プロジェクトも複数実

施しております。この結果、TGCプロデュース領域の売上高は2,949百万円（前事業年度比11.3%増）となりまし

た。

その他、アーティスト・タレントのキャスティングとクリエイティブ制作を組み合わせた顧客の商材のブラン

ディングによる売上の契約件数が増加いたしました。また、株式会社大創産業とのコラボレーション商品のライン

ナップが増え、商品開発に基づくロイヤリティの受領も一層増加しております。この結果、コンテンツプロデュー

ス・ブランディング領域の売上高は942百万円（前事業年度比8.4%増）となりました。

なお、サービス領域別の状況は次のとおりであります。

サービス領域別売上高

サ ー ビ ス 領 域

2023年６月期
（前事業年度）

2024年６月期
（当事業年度）

前事業年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

TGCプロデュース領域 2,650百万円 73.3％ 2,949百万円 74.5％ 299百万円 11.3％

コンテンツプロデュー
ス・ブランディング領域

869 24.0 942 23.8 72 8.4

デ ジ タ ル 広 告 領 域 96 2.7 65 1.7 △30 △32.0

合 計 3,616 100.0 3,957 100.0 341 9.4

 

しかしながら、制作業界の人手不足や人件費の上昇、物価の高騰により、売上原価の上昇が急速に進んだもの

の、サービスによっては売上高への転嫁をしきれていないことから売上原価率が上昇しました。また、既存従業員

の賃金ベースアップの実施、中途採用の拡大により中長期的な事業成長を見据えて人的資本投資に注力したことを

中心に、販売費及び一般管理費が増加しました。

以上の結果、当事業年度の経営成績は、売上高3,957百万円（前事業年度比9.4％増）、営業利益508百万円（同

21.3％減）、経常利益496百万円（同20.0％減）、当期純利益327百万円（同19.4％減）となりました。

また、当社は、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、調整後営業利益、調整後当期純

利益を採用しております。これらの指標は、当社のTOKYO GIRLS COLLECTIONというブランド価値を活用した社会へ

の価値提供の程度、また当社における経営の効率性を測るためのものとして適切であると考えております。

（調整後利益の計算方法）

調整後営業利益＝営業利益＋のれん償却額＋商標権償却額

調整後当期純利益＝税引前当期純利益＋のれん償却額＋商標権償却額－想定税金費用（※１）

※１想定税金費用＝法人税、住民税及び事業税＋法人税等調整額＋商標権償却額×実効税率（課税所得が発生す

る場合）

当事業年度の調整後営業利益は671百万円（前事業年度比17.0％減）、調整後当期純利益は463百万円（同14.5％

減）となりました。なお、調整後営業利益、調整後当期純利益については、PwC Japan有限責任監査法人の監査を

受けておりません。

 

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はしており

ません。
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②財政状態の状況

（資産）

当事業年度末における総資産は、前事業年度末と比較して24百万円減少し、3,098百万円となりました。これ

は主に、当第４四半期に納品した大型イベント制作売上の計上等による売掛金及び契約資産141百万円の増加及

び、商標権90百万円、のれん72百万円の償却によるものであります。

 

（負債）

当事業年度末における負債合計は、前事業年度末と比較して405百万円減少し、1,446百万円となりました。こ

れは主に、当第４四半期に納品した大型イベント制作に係る外注費の計上等による買掛金167百万円の増加及

び、長期借入金（１年内返済予定を含む）238百万円の返済による減少、履行義務の充足に伴う前受金130百万円

の取り崩しによる減少、前事業年度の法人税等の納付189百万円及び当事業年度の法人税等の未払計上73百万円

による未払法人税等115百万円の減少によるものであります。

 

（純資産）

当事業年度末における純資産は、前事業年度末と比較して381百万円増加し、1,652百万円となりました。これ

は主に、新株予約権の行使による資本金27百万円及び資本剰余金27百万円の増加、当期純利益327百万円の計上

によるものであります。

 

③キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ40百万円減少し、当

事業年度末には1,930百万円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は187百万円（前事業年度は864百万円の獲得）となりました。これは主に、税引

前当期純利益496百万円の計上（前事業年度は税引前当期純利益619百万円の計上）、非資金取引である減価償却

費21百万円の計上（前事業年度は21百万円の計上）、商標権償却額90百万円の計上（前事業年度も同額の計

上）、のれん償却額72百万円の計上（前事業年度も同額の計上）、法人税等260百万円の支出（前事業年度は0百

万円の支出）、売上債権141百万円の増加（前事業年度は34百万円の減少）、仕入債務167百万円の増加（前事業

年度は96百万円の減少）、前受金130百万円の減少（前事業年度は７百万円の減少）等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は27百万円（前事業年度は46百万円の獲得）となりました。これは主に、有形固

定資産の取得による支出18百万円（前事業年度は有形固定資産の取得による支出２百万円）、投資有価証券の取

得による支出14百万円（前事業年度は支出なし）等であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は200百万円（前事業年度は55百万円の獲得）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出238百万円（前事業年度は長期借入金の返済による支出164百万円）、新株予約権の行使

による株式の発行による収入54百万円（前事業年度は新株予約権の行使による株式の発行による収入11百万円、

公募増資による株式発行による収入331百万円）によるものであります。

 

④生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当社が提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、記載を省略しております。

 

ｂ．受注実績

当社が提供するサービスの性格上、受注実績の記載になじまないため、記載を省略しております。

 

ｃ．販売実績

当事業年度の販売実績は、次のとおりであります。

なお、当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載

はしておりません。

セグメントの名称

当事業年度
（自　2023年７月１日
至　2024年６月30日）

金額（百万円） 前事業年度比（％）
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ブランディングプラットフォーム事業 3,957 109.4

計 3,957 109.4

（注）最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。

相手先

前事業年度
（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

tirtir.Inc － － 418 10.6

（注）総販売実績に対する割合が100分の10未満の相手先については記載を省略しております。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております。この財務

諸表の作成に当たり、決算日における財政状態及び会計期間における経営成績に影響を与える見積りを必要としま

す。経営者はこれらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積

り特有の不確実性があるため、この見積りと異なる場合があります。

財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについては、

「第５　経理の状況　１　財務諸表等　（１）財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりで

あります。また、当該注記事項に記載の翌事業年度の財務諸表に与える影響は、翌事業年度以降においても同様に

影響を及ぼす可能性があります。

 

②経営成績等の状況に関する認識及び分析・結果内容

（売上高、営業費用及び営業利益）

「(1）経営成績等の状況の概要①経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 

（営業外損益及び経常利益）

当事業年度において、支払利息８百万円、支払保証料３百万円等により営業外費用が12百万円（前事業年度は

25百万円）発生しております。この結果、経常利益は、前事業年度に比べ124百万円減少し、496百万円（前事業

年度比20.0％減）となりました。

 

（特別損益、法人税等及び当期純利益）

当事業年度において、特別損益は発生しておりません。なお、前事業年度は、投資有価証券評価損による特別

損失が１百万円発生しております。

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を合算した法人税等は、168百万円（前事業年度比20.9％減）と

なりました。これは主に、課税所得の減少により法人税、住民税及び事業税が減少したためであります。

この結果、当期純利益は、前事業年度に比べ78百万円減少し、327百万円（前事業年度比19.4％減）となりま

した。また、当社の経営方針、経営戦略・経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標としている調

整後当期純利益は、前事業年度に比べ79百万円減少し、463百万円（前事業年度比14.5％減）となりました。な

お、調整後当期純利益については、PwC Japan有限責任監査法人の監査を受けておりません。

 

財政状態の分析につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要②財政状態の状況」に記載のとおりでありま

す。
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③キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性

当社の運転資金需要のうち主なものは、人件費、外注費等の営業費用であります。必要な運転資金は自己資金、

金融機関からの借入で調達し、事業運営上必要な流動性を確保していくことを基本方針としております。なお、資

金調達方法の優先順位等に特段方針はなく、資金需要の額や使途に合わせて柔軟に検討を行う予定です。

なお、キャッシュ・フローの分析につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要③キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

 

④経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因については、「３　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

⑤経営者の問題意識と今後の方針に関して

当社は、「すべてのヒト・モノ・コト・地域が輝く世界をつくる」というビジョンを掲げ、事業を拡大してまい

りました。

当社がこの経営方針の下、長期的な競争力を維持し持続的な成長を図るためには、「１　経営方針、経営環境及

び対処すべき課題等」に記載の様々な課題に対して、経営者は常に事業環境の変化に関する情報の入手及び分析を

行い、最善の経営方針を立案していくことが必要であると認識しております。

 

⑥経営戦略の現状と見通し

経営戦略の現状と見通しについては、「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」をご参照ください。

 

⑦経営方針、経営戦略・経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、「１　経営方

針、経営環境及び対処すべき課題等(4）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載のとお

り、主な経営指標として売上高、営業利益、調整後営業利益及び調整後当期純利益を重視しております。

 

（参考情報）

当社は、過去に子会社との合併及び商標権の取得を実施しています。このため当社の貸借対照表には、当該

取引に起因するのれん及び商標権が計上されており、損益計算書にはこれらにかかる償却費が計上されていま

す。子会社との合併及び商標権の取得の概要は下記の通りです。

 

ａ．子会社との合併

2016年９月に株式会社TOKYO GIRLS COLLECTION（以下㈱TGC。現在の当社）が当時TGCの企画・運営を行っ

ていた株式会社W media（以下㈱W media）を100％子会社化。後に㈱W mediaは㈱TGCを存続会社とする吸収

合併により消滅。本合併によりのれんを引継ぎ。

 

ｂ．商標権

2018年６月に当時の親会社であった株式会社ディー・エル・イーよりTGCに関連する広範な商標権を取

得。

 

上記の取引は、商標権の保有者及び、TGCの企画・運営者が分離していたという当社固有の事情を解消するため

に実行されたものであり、このような特殊事情がなければ生じていなかったものです。従って、当社の正常な収益

力を評価する上では、これらの償却額の影響を調整した営業利益と当期純利益を参照することが適切と考えてお

り、当社ではこれらの調整後利益を重要な指標として重視しております。
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前事業年度及び当事業年度における各指標は以下のとおりであり、引き続き経営課題の改善を図りながら、経営

戦略を推進してまいります。

 

売上高、営業利益、調整後営業利益及び調整後当期純利益

 
前事業年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

売上高 3,616百万円 3,957百万円

営業利益 645百万円 508百万円

＋のれん償却額 72百万円 72百万円

＋商標権償却額 90百万円 90百万円

調整後営業利益 809百万円 671百万円

調整後税引前当期純利益 783百万円 659百万円

想定税金費用 241百万円 196百万円

調整後当期純利益 542百万円 463百万円

（注）調整後営業利益、調整後税引前当期純利益、調整後当期純利益については、PwC Japan有限責任監査法人の

監査を受けておりません。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

　当事業年度において、新たに契約した重要な契約は次の通りであります。

合弁契約による合弁事業

契約締結先 内容 出資額 合弁会社名 設立年月

株式会社TWIN PLANET

株式会社Y&N Brothers

アソビシステム株式会社

株式会社オフィスノーブ

アイドル経済圏とアイドル市

場の拡大を目指すための暗号

資産を活用した事業運営

当社 14百万円
株式会社YOAKE

entertainment
2023年12月

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資額の総額は8百万円（建設仮勘定を除く）であり、その主なものは、PC取得費５百万円であり

ます。

なお、重要な設備の除却、売却等はありません。

また、当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はして

おりません。

 

 

２【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、次のとおりであります。

なお、当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載はして

おりません。

 2024年６月30日現在

事業所名

(所在地)
設備の内容

帳簿価額
従業

員数

(人)
建物

（千円）

工具、器具

及び備品

（千円）

リース

資産

（千円）

ソフト

ウエア

（千円）

合計

（千円）

本社

（東京都渋谷区）

建物附属設備

等
9,682 8,793 － 23,256 41,732 52

BODY ARCHI池袋店

（東京都豊島区）

リース資産

店舗設備
－ － 3,307 － 3,307 －

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員であります。なお、平均臨時雇用人員については、従業員数の100分の10未満のため、記

載を省略しております。

３．建物は賃貸物件であり、年間賃借料は60,612千円（本社51,600千円）であります。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,800,000

計 9,800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年９月30日）

（注）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,707,260 2,708,000
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 2,707,260 2,708,000 － －

（注）提出日現在発行数には、2024年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第１回新株予約権  

決議年月日 2016年12月19日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　３

新株予約権の数（個）※ 7

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　14,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 237（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2018年12月20日　至　2026年12月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　237

資本組入額　119

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す

るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、2,000株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数 × １株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

 24/105



３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第３回新株予約権  

決議年月日 2017年４月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　３

新株予約権の数（個）※ 1,500

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　30,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 237（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2019年４月14日　至　2027年４月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　237

資本組入額　119

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第４回新株予約権  

決議年月日 2017年４月20日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社監査役　１

社外協力者　20

新株予約権の数（個）※ 360

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　7,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 237（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2019年４月21日　至　2027年４月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　237

資本組入額　119

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要すものとす

る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第５回新株予約権  

決議年月日 2017年９月20日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　31

新株予約権の数（個）※ 520

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　10,400（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 900（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2019年９月21日　至　2027年９月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　900

資本組入額　450

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第５回（役員）新株予約権  

決議年月日 2017年９月20日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　２

新株予約権の数（個）※ 150

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　3,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 900（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2019年９月21日　至　2027年９月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　900

資本組入額　450

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第６回新株予約権  

決議年月日 2017年９月20日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　14

新株予約権の数（個）※ 60［55］

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　1,200［1,100］（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 900（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2019年９月21日　至　2027年９月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　900

資本組入額　450

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

（2024年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第７回新株予約権  

決議年月日 2018年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　34（注）

新株予約権の数（個）※ 937

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　18,740（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,850（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2020年６月22日　至　2028年６月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,850

資本組入額　925

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第７回-２新株予約権  

決議年月日 2018年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　４

当社監査役　１

新株予約権の数（個）※ 3,645

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　72,900（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,850（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2020年６月22日　至　2028年６月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,850

資本組入額　925

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

 38/105



３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第８回新株予約権  

決議年月日 2018年６月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　８

新株予約権の数（個）※ 300

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　6,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,850（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2020年６月22日　至　2028年６月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,850

資本組入額　925

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第９回新株予約権  

決議年月日 2021年４月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　43

新株予約権の数（個）※ 893［861］

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　17,860［17,220］（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,850（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2023年５月１日　至　2031年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,850

資本組入額　925

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

（2024年８月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第９回-２新株予約権  

決議年月日 2021年４月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　４

当社監査役　２

新株予約権の数（個）※ 2,900

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　58,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,850（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2023年５月１日　至　2029年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,850

資本組入額　925

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数
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３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。
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第10回新株予約権  

決議年月日 2021年４月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　２

新株予約権の数（個）※ 30

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　600（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,850（注）２

新株予約権の行使期間　※ 自　2023年５月１日　至　2029年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,850

資本組入額　925

新株予約権の行使の条件　※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものと

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）４

※　当事業年度の末日（2024年６月30日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（2024年８月31日）に

おいて、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る記載を省略

しております。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権１個につき目的となる株式数は、20株であります。

ただし、本新株予約権１個あたりの目的となる株式数は、以下の定めにより調整されることがあります。

(1）新株予約権の割当日後、当社が普通株式について株式の分割又は併合を行う場合には、未行使の本新株予

約権についてその１個あたりの目的たる株式数を次の算式に従い調整するものとし、調整により生じる１

株の100分の１未満の端数は切り捨て、金銭による調整は行いません。

「分割の比率」とは、株式分割後の発行済普通株式総数を株式分割前の発行済普通株式総数で除した数

を、「併合の比率」とは、株式併合後の発行済普通株式総数を株式併合前の発行済普通株式総数で除した

数を、それぞれ意味するものとし、以下同じとします。調整後の株式数は、株式分割の場合は会社法第

183条第２項第１号に基づく株式分割の割当基準日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生日

の翌日以降、それぞれ適用されるものとします。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率

 

(2）当社が株主割当の方法により募集株式の発行又は処分を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併する

場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合には、当社は適当と認める

本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整を行います。

(3）本新株予約権１個あたりの目的たる株式数の調整が行われる場合には、当社は関連事項決定後遅滞なく本

新株予約権を保有する者（以下「権利者」という。）に対して、その旨並びにその事由、調整後の株式数

及び適用の日その他の必要事項を通知するものとします。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋ 新規発行株式数　×　１株当たり払込金額

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

 46/105



３．本新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結

した「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していな

いことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会

の決議により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株

式数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会

社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないもの

とする。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日ま

で、割当新株予約権を行使することはできないものとする。

４．企業再編時の取扱

会社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、会社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又は会

社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行う場合

は、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設会

社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って権利者に交付することができる。

(1）目的たる再編会社の株式の種類

本新株予約権の目的たる株式と同種の再編会社の株式

(2）目的たる再編会社の株式の数

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。なお、企業再編の比率とは、

企業再編の条件の基礎となった会社と再編会社の株式の１株当たりの価値の比率を意味し、詳細は企業再

編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(3）権利行使に際して払い込むべき金額

企業再編の比率に応じて調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

(4）権利行使期間、権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、企業再編にかかる契約書又は計画において定めるものとする。

(5）取締役会による譲渡承認について

本新株予約権の譲渡について、再編会社の取締役会の承認を要するものとする。

(6）割当てに関する事項

権利者の有する本新株予約権の数に応じて割り当てるものとする。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数（株)

発行済株式総数

残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増減

額（千円）

資本準備金残高

（千円）

2019年11月12日

（注）１
－ 108,500 △157,250 50,000 △107,250 50,000

2019年12月18日

（注）２
2,500 111,000 5,925 55,925 5,925 55,925

2020年12月８日

（注）２
2,500 113,500 5,925 61,850 5,925 61,850

2021年６月30日

（注）３
4,900 118,400 120,050 181,900 120,050 181,900

2021年９月10日

（注）２
2,500 120,900 5,925 187,825 5,925 187,825

2021年11月17日

（注）４
－ 120,900 △147,825 40,000 △147,825 40,000

2022年10月19日

（注）２
2,500 123,400 5,925 45,925 5,925 45,925

2023年３月４日

（注）５
2,344,600 2,468,000 － 45,925 － 45,925

2023年６月28日

（注）６
120,000 2,588,000 165,600 211,525 165,600 211,525

2023年７月１日～

2024年６月30日

（注）７．

119,260 2,707,260 27,039 238,564 27,039 238,564

（注）１．2019年９月19日開催の臨時株主総会の決議に基づき、2019年11月12日を効力発生日として、当社の企業規模等

に鑑み、適切な税制の適用により財務内容の健全性を維持することを目的に減資を行いました。この結果、資

本金が157,250千円減少（減資割合75.9％）、資本準備金が107,250千円減少（減資割合68.2％）し、その減少

金額をその他資本剰余金に振り替えております。

２．ストック・オプション行使　2,500株

３．有償第三者割当　　　 4,080株

発行価格　　　49,000円

資本組入額　　24,500円

割当先　株式会社ジェイ・ストーム（現商号：株式会社ストームレーベルズ）

有償第三者割当　　　　 820株

発行価格　　　49,000円

資本組入額　　24,500円

割当先　ファインビューテ株式会社（現商号：マリングロース株式会社）

４．2021年９月30日開催の定時株主総会の決議に基づき、2021年11月17日を効力発生日として、当社の企業規模等

に鑑み、適切な税制の適用により財務内容の健全性を維持することを目的に減資を行いました。この結果、資

本金が147,825千円減少（減資割合78.7％）、資本準備金が147,825千円減少（減資割合78.7％）し、その減少

金額をその他資本剰余金に振り替えております。

５．株式分割（１：20）によるものであります。

６．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　3,000円

引受価額　　　　2,760円

資本組入額　　　1,380円

払込金総額　331,200千円

７．新株予約権の行使による増加であります。

８．2024年７月１日から2024年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が740株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ637千円増加しております。
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（５）【所有者別状況】

       2024年６月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満株式
の状況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 2 22 29 17 4 1,250 1,324 －

所有株式数

（単元）
－ 750 3,839 9,365 1,900 22 11,183 27,059 1,360

所有株式数の

割合（％）
－ 2.77 14.19 34.61 7.02 0.08 41.33 100.00 －

（注）自己株式43株は「単元未満株式の状況」に含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

村上範義 東京都港区 582,200 21.51

株式会社ディー・エル・イー 東京都千代田区麹町3-3-4 370,000 13.67

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1-6-1 323,500 11.95

株式会社マイナビ 東京都千代田区一ツ橋1-1-1 184,000 6.80

株式会社トランザクション 東京都渋谷区渋谷3-28-13 150,000 5.54

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

（常任代理人ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON

EC4A 4AU, U.K.

（東京都港区虎ノ門2-6-1）

101,404 3.75

カルチュア・エンタテインメント株

式会社
東京都品川区上大崎3-1-1 100,000 3.69

株式会社ストームレーベルズ 東京都港区赤坂9-6-35 81,600 3.01

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海1-8-12 58,700 2.17

原谷隆史 神奈川県川崎市高津区 58,200 2.15

計 － 2,009,604 74.23

（注）１．前事業年度末において主要株主でなかった株式会社SBI証券は、当事業年度末現在では主要株主になっており
ます。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しており

ます。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,705,900 27,059

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式 1,360 － －

発行済株式総数  2,707,260 － －

総株主の議決権  － 27,059 －

（注）単元未満株式の買取請求による取得に伴い、当事業年度末現在の自己株式数は43株となっております。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

なお、単元未満株式の買取請求による取得に伴い、当事業年度末現在の自己株式数は43株となっております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 43 136,955

当期間における取得自己株式 33 99,165

（注）当期間における取得自己株式には、2024年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株
式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式
－ － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（単元未満株式の売渡請求による売渡）

－ － － －

保有自己株式数 43 － 76 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、2024年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、2024年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。

 

 

３【配当政策】

当社は、財務体質の強化に加えて事業拡大のための内部留保の充実等を図ることが重要であると考えており、創業

以来配当を実施しておりませんが、株主に対する利益還元も経営の重要課題であると認識しております。今後の配当

政策の基本方針としましては、収益力の強化や事業基盤の整備を実施しつつ、内部留保の充実状況及び当社を取り巻

く事業環境を勘案したうえで、株主に対して安定的かつ継続的な利益還元を実施する方針であります。しかしなが

ら、当事業年度の配当につきましては、今後の事業拡大に備えて内部留保の充実を図る観点から無配としており、現

時点においては配当の実施の可能性及び実施時期については未定であります。内部留保資金につきましては、当社の

競争力の維持・強化による将来の収益力向上を図るための設備投資及び効率的な体制整備に有効に活用する方針であ

ります。

なお、剰余金の配当を行う場合、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、

配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会となっております。

また、当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定

款に定めております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値の持続的な増大を図るには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが不可欠である

との認識のもと、ガバナンス体制の強化、充実に努めております。具体的には、株主に対する説明責任を果たすべ

く迅速かつ適切な情報開示の実施と経営の透明性の確保、変化の速い経営環境に対応した迅速な意思決定及び業務

執行を可能とする経営体制の構築、経営の効率性を担保する経営監視体制の充実を図ってまいります。今後も会社

の成長に応じてコーポレート・ガバナンスの体制の強化、充実に努め、企業価値の最大化を図ることを目標として

まいります。

 

②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

ａ．企業統治の体制の概要

当社の企業統治の体制の概要は以下のとおりです。

 

 

当社は、取締役会設置会社であり、かつ監査役会設置会社であります。当社の経営上の意思決定、執行及び

監督に関する機関は以下のとおりであります。

 

(a）取締役会

当社の取締役会は取締役４名（うち社外取締役１名）により構成されており、毎月１回の定時取締役会

の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令又は定款に定める事項の他、経営方針・経営戦略等経営

に関する重要な意思決定及び業務執行の監督を行っております。また、取締役会には監査役が毎回出席

し、取締役の業務執行状況の監査を行っております。

なお、取締役会は代表取締役村上範義が議長を務め、取締役の青木充、藤本冬海、社外取締役の井上北

斗の４名で構成されております。

 

(b）監査役会

当社の監査役会は常勤監査役１名及び非常勤監査役２名で構成され、常勤監査役１名及び非常勤監査役

２名はいずれも社外監査役であります。監査役は、取締役会、経営会議及びその他の重要会議へ出席し意

見を述べる他、重要な決裁書類の閲覧等を通して、取締役の業務執行状況を監査しております。各監査役

は監査計画に基づき監査を実施し、監査役会を毎月１回開催する他、必要に応じて臨時監査役会を開催し

ております。また、内部監査担当者及び会計監査人と定期的に会合を開催して情報の共有を行い、相互に

連携を図っております。
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なお、監査役会は、社外監査役（常勤）木村泰士が議長を務め、社外監査役の並木安生、原口侑子の３

名で構成されております。

 

(c）経営会議

当社の経営会議は、常勤取締役及びオブザーバーとして常勤監査役が出席し、原則として毎週１回開催

しております。経営会議では、経営計画の達成及び当社業務の円滑な運営を図るため、経営上の重要な事

項、各プロジェクトの進捗状況、月次業績の予実分析に関する審議等を行っております。

なお、経営会議は代表取締役村上範義が議長を務め、取締役の青木充、藤本冬海の３名で構成されてお

ります。

 

(d）コンプライアンス委員会

当社は、リスク管理及びコンプライアンスに関する重要事項は、四半期に１回開催される、代表取締役

を委員長とする社内横断的なコンプライアンス委員会にて審議することとしております。コンプライアン

ス委員会は、取締役及びオブザーバーとして常勤監査役、必要に応じて代表取締役が指名する者を委員に

加え、当社グループ運営に関する全社的・総括的なリスク管理及びコンプライアンスに関する報告及び対

応検討の場と位置づけております。また、必要に応じて弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等

の外部専門家の助言を受けられる体制を整えており、リスクの未然防止と早期発見に努めております。

なお、コンプライアンス委員会は代表取締役村上範義が委員長を務め、取締役の青木充、藤本冬海の３

名で構成されております。

 

(e）内部監査

内部監査については、独立した部署は設けておりませんが、「内部監査規程」に基づき、代表取締役の

命を受けた内部監査責任者及び内部監査担当者１名ずつが内部監査を実施することとしております。具体

的には、従業員（２名）が、「内部監査規程」に基づき、自己の属する部門を除く当社グループ全体を監

査しております。

 

ｂ．当該体制を採用する理由

当社は、上記のとおり、会社の機関として株主総会、取締役会、監査役会を設置し、日常的な業務監査等を

行う役割として内部監査担当を配置しており、さらに会計監査人による会計監査を行う体制となっておりま

す。これらの各組織が相互に連携することによって、継続的に企業価値を向上させ、ガバナンス体制が有効に

機能すると考え、現在の体制を採用しております。

 

③企業統治に関するその他の事項

ａ．内部統制システムの整備の状況

当社は、取締役会において、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を定め、これに基づき、以下の

とおり内部統制システム及びリスク管理体制の整備を行っております。

 

(a）取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役及び使用人は、取締役会で定められた経営機構及び行動規範・業務分掌等に基づき職務の執行を

行う。

監査役は、取締役会等の重要会議に出席する等法令に定める権限を行使し、取締役が内部統制システム

を適切に構築し、運用しているかを内部監査担当と連携・協力のうえ、監視し検証する。

 

(b）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役は職務の執行に係る情報を文書管理規程等に従い、文書又は電磁的記録に記載又は記録し、取締

役会議事録、株主総会議事録等を適切に保存、管理する。

 

(c）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役会は、リスク管理を統括する部門を定め、リスク管理規程に従い、当社の損失の危険を管理す

る。
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(d）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は、取締役間の職務分担を明確にするため、組織規程及び職務分掌規程等を定め、取締役の職

務の執行が効率的に行われる体制を構築する。

社内規程の運用の徹底により、日常業務の効率化をはかる。また、具体的状況のもとで社内規程の改訂

の必要が生じた場合、直ちにこれを協議し整備に努める。

 

(e）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

子会社は、関係会社管理規程に則り、重要事項の決定は当社の職務権限一覧に記載されている決裁者

の承認を受けなければならない。

ロ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、関係会社管理規程及び上記の報告体制を通じて当社グループ全体の経営状況を把握し、業務

の適正の確保、リスク管理を徹底する。

ハ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、関連会社管理規程に則り、重要事項は事前に協議を

行うこと等により、子会社の取締役等の職務執行の効率性を確保する。

ニ　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社の監査役及び内部監査担当による定期的な監査を実施し、業務の適正性を検証する。

 

(f）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及びその

使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、当該使用人の任命を行う。また、監

査役の職務を補助すべき使用人の任免及び人事考課については、監査役の同意を必要とする。

 

(g）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に対する体制

取締役及び使用人は、監査役から事業の報告を求められた場合は、速やかに報告する。取締役及び使用

人は、社内通報制度を利用した通報を受理したときは、ただちに監査役に報告する。

 

(h）その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役との相互認識と信頼関係を深めるように努め、監査役監査の環境整備に必要な措

置をとる。

 

(i）財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性確保のため、代表取締役が経営戦略統括局の社員を任命し、担当社員が所属している

部署の内部統制評価については、代表取締役が別部署から任命し、相互チェックが可能な体制により、財

務報告の適正を確保するため、全社的な統制活動及び業務プロセスの統制活動を強化し、その運用体制を

構築している。

 

(j）反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

・反社会的勢力との取引排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の介入に毅然として立ち向かい、企業としての

社会的責任と公共的使命を果たし、信頼される公正で健全な企業の実現を目指し以下の基本方針を遵守す

る。

イ　取引先等については、取引開始前及び継続的にweb（google、日経テレコン21）等を用いた調査等

による確認を行い、チェックする社内体制を採る。

ロ　何らかの疑義を察知した場合は個別に対応せず、速やかに経営戦略統括局に報告することとし、問

題が検知された場合は顧問弁護士や警察に相談したうえで全社一体となり、組織全体で対応を行う。

 

・反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況

イ　「反社会的勢力に対する基本方針」について明文化し、全職員の行動指針とする。

ロ　反社会的勢力の排除を推進するために経営戦略統括局を統括管理部署とする。

ハ　不当要求防止責任者を選定する。

ニ　「反社会的勢力対応規程」等の関係規程等を整備し、反社会的勢力排除のための体制構築に取り組

む。

ホ　取引先等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。

ヘ　反社会的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等から得た反社会的勢力情報の収集に取り組

む。
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ト　反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会、弁護士

等の外部専門機関と密接な連携関係を構築する。

 

ｂ．リスク管理体制の整備の状況

コンプライアンス委員会等のリスク管理体制を構築し、コンプライアンスの遵守を実現するために、コンプ

ライアンス規程やリスク管理規程を整備し、その適正な運用を行っております。経営上のリスク分析及び対策

の検討等のリスクマネジメントについては、各部門での情報収集をもとに行っております。高度な判断が必要

とされるリスクが発見された場合には、必要に応じて顧問弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の

外部専門家等から助言を受ける体制を構築するとともに、監査役監査及び内部監査を通じて、潜在的なリスク

の早期発見及び未然防止によるリスク軽減に努めております。

 

ｃ．責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

することができる旨を定款に規定しており、各社外取締役及び各監査役との間で責任限定契約を締結しており

ます。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は監査役が、その職務を行うにつき善意で重大な

過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

 

ｄ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の取締役及び監査役（以下「役員」とする。）を被保険者とする会社法第430条の３第１項に

規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社

の役員の地位に基づき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る、損害賠償金

や訴訟費用等が塡補されることとなります。ただし、私的な利益又は便宜の供与を違法に得たこと、犯罪行為

又は法令違反を認識しながら行った行為に起因する場合等については、上記保険契約の補償対象外とすること

により、役員の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。なお、保険料は全額当社が

負担しております。

 

ｅ．取締役の定数

当社の取締役の定数は７名以内とする旨を定款に定めております。

 

ｆ．取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数の決議をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

 

ｇ．株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議につい

て、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の

２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

ｈ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年12月31日を基準日として、中間

配当をすることができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためで

あります。

 

ｉ．自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ

る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた

め、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 

ｊ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であったものを含む）及び監査役（監査役であったものを含む）の責任を法令の限度において免

除できる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分

に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

ｋ．取締役会の活動状況
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当社は取締役会を原則として月１回開催するほか必要に応じて臨時に開催し、当事業年度においては18回開

催しました。個々の取締役の出席状況については次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

村上範義 18回 18回

青木充 18回 18回

藤本冬海 18回 18回

井上北斗 18回 18回

取締役会における具体的な検討内容として、定時株主総会の招集、事業報告及び計算書類、単年度事業計画

及び中期経営計画、各四半期決算及び決算の承認、組織関係、社内規程の改定等の事項について決議を行いま

した。

また、月次の損益及び資金収支状況や重要な業務の執行状況を始め、内部統制、内部監査等について適切に

報告を受けております。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性　5名　女性　2名　（役員のうち女性の比率　28.6％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

代表取締役 村上　範義 1981年４月16日生

2004年４月　㈱リクルートメディアコミュニケーションズ（現

㈱リクルート） 入社

2004年５月　㈱ゼイヴェル（現 ㈱ブランディング） 入社

2006年５月　合資会社弥富食品加工所 有限責任社員（現任）

2007年10月　㈱STARLET 代表取締役 就任

2009年５月　㈱F１メディア（㈱W mediaに商号変更後、㈱TOKYO

GIRLS COLLECTION（現 当社）との吸収合併により

消滅） 入社

2014年９月　同社 代表取締役 就任

2016年９月　㈱TOKYO GIRLS COLLECTION（現当社）代表取締役

就任（現任）

2019年５月　㈱Ｗ 代表取締役 就任（現任）

2023年12月　㈱YOAKE entertainment 取締役 就任（現任）

(注)３ 582,200

取締役COO 青木　充 1972年８月28日生

1997年４月　㈱リクルート 入社

2004年７月　㈱えがおプランニング 入社

2006年８月　㈱MOVIDA 入社

2008年４月　㈱ゼイヴェル（現 ㈱ブランディング） 入社

2009年９月　㈱F１メディア（㈱W mediaに商号変更後、㈱TOKYO

GIRLS COLLECTION（現 当社）との吸収合併により

消滅） 入社

2010年６月　同社 取締役 就任

2011年10月　吉本興業㈱ 入社

2011年10月　㈱よしもとクリエイティブ・エージェンシー（現

吉本興業㈱） 出向

2017年４月　同社 取締役 就任

2018年３月　当社取締役COO 就任（現任）

2018年９月　㈱よしもとアートエンタテインメント 代表取締役

就任

2020年７月　㈱W lab 代表取締役 就任（現任）

(注)３ 0

取締役CFO兼

経営戦略統括局

長

藤本　冬海

（戸籍上の氏

名：本田冬海）

1985年３月16日生

2007年４月　あずさ監査法人（現 有限責任 あずさ監査法人）

入所

2010年７月　公認会計士登録

2012年11月　公認会計士・税理士 松本会計事務所（現 フィン

ポート会計グループ） 入所

2016年１月　SessA合同会社 代表社員 就任

2016年３月　税理士登録

2016年11月　藤本冬海公認会計士事務所 開業（現任）

2017年９月　当社 監査役 就任

2020年９月　当社 取締役CFO兼経営戦略統括局長 就任（現任）

(注)３ 2,000

取締役 井上　北斗 1980年１月27日生

2004年４月　ゴールドマン・サックス証券㈱ 入社

2013年９月　㈱coromo 代表取締役 就任（現任）

2015年３月　Intellectual Backyard㈱ 代表取締役 就任

2015年７月　㈱遺伝子科学推進機構 代表取締役 就任

2015年７月　㈱SHV 代表取締役 就任（現任）

2015年10月　Angel Bridge㈱ 代表取締役 就任

2016年２月　バイオス㈱ 取締役 就任（現任）

2016年11月　IoT Bridge㈱（現 Angel Bridge Deal-by-Deal

Fund６号㈱）代表取締役 就任（現任）

2017年６月　㈱シナプスイノベーション 取締役 就任（現任）

2017年12月　羽田市場㈱ 取締役 就任（現任）

2018年９月　当社 取締役 就任（現任）

2018年９月　Animo㈱ 取締役 就任（現任）

2018年10月　glafit㈱ 取締役 就任（現任）

2018年10月　WHITE CROSS㈱ 取締役 就任（現任）

2019年３月　㈱ブロードエンタープライズ 取締役 就任（現任）

2019年６月　㈱レスタス 取締役 就任（現任）

2019年７月　㈱iMAGINE-X 代表取締役 就任（現任）

2022年９月　㈱アイ・グリッド・ソリューションズ　取締役 就

任（現任）

(注)３ 0
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

常勤監査役 木村　泰士 1972年12月10日生

1996年４月　三菱商事㈱ 入社

2002年10月　中央青山監査法人（現 PwC Japan有限責任監査法

人） 入所

2004年１月　Ernst & Young LLP ニューヨーク事務所 入所

2008年７月　米国公認会計士（ニューヨーク州）ライセンス取得

2009年１月　新日本有限責任監査法人（現 EY新日本有限責任監

査法人） 入所

2013年１月　縄文アソシエイツ㈱ 入社

2016年10月　㈱Ocean Savage設立 代表取締役CEO就任（現任）

2018年12月　㈱リクルートエグゼクティブエージェント 入社

2024年９月　当社 監査役 就任（現任）

(注)４ 0

監査役 並木　安生 1973年９月16日生

1996年11月　朝日監査法人（現 有限責任 あずさ監査法人） 入

所

2000年４月　公認会計士登録

2004年１月　税理士法人トーマツ（現 デロイト トーマツ税理士

法人） 入所

2008年２月　並木安生会計税務事務所（現 共同会計事務所すい

らんコンサルティング） 開業（現任）

2008年５月　㈲並木（現 並木財務アドバイザリー㈲） 代表取締

役 就任（現任）

2008年７月　サインズ・トランザクションサービス㈱ 代表取締

役 就任

2009年２月　㈱ディー・エル・イー 監査役 就任

2012年９月　ハンナ インスツルメンツ・ジャパン㈱ 監査役 就

任（現任）

2015年７月　㈱TOKYO GIRLS COLLECTION（現当社）監査役 就任

（現任）

2017年７月　㈱S 監査役 就任（現任）

2017年８月　㈱GOLDEN HIPPO 監査役 就任（現任）

(注)５ 2,000

監査役 原口　侑子 1982年10月14日生

2008年12月　森・濱田松本法律事務所 入所

2010年10月　原口五反田法律事務所 開設

2018年３月　当社 監査役 就任（現任）

2018年９月　弁護士登録

2018年９月　野中・瓦林法律事務所 入所

2021年７月　宮村・井桁法律事務所 入所

2023年10月　弁護士法人One Asia 入所（現任）

2023年10月　㈱リアブロード 監査役 就任（現任）

(注)５ 100

計 586,300

（注）１．取締役井上北斗は、社外取締役であります。

２．監査役木村泰士、並木安生、原口侑子は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、2024年９月27日開催の定時株主総会終結の時から、２年以内に終了する事業年度のうち、最

終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役木村泰士は、2024年９月期に係る定時株主総会終結の時をもって辞任いたしました前任監査役牧田真由

美の補欠として選任されました。なお、任期は当社定款の定めにより、前任監査役の任期を引き継ぎ、2026年

９月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５．監査役の任期は、2023年３月３日開催の臨時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち、最

終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。
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②社外役員の状況

ａ．社外取締役及び社外監査役の員数

当社は、社外取締役を１名、社外監査役を３名選任しております。

 

ｂ．社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割

社外取締役の井上北斗は、外資系証券株式会社における投資銀行部門においてM＆A等の豊富な実務経験を有

するとともに複数の事業会社において取締役を歴任しており、経営に関する豊富な経験と幅広い見識を有して

いることから、当社の監督機能の客観性及び中立性を確保するために、当社の社外取締役に招聘したものであ

ります。なお、同氏は当社の新株予約権1,000個(20,000株)を保有しておりますが、それ以外に当社との人的

関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役の木村泰士は、国内外の監査法人勤務経験により培われた専門的な監査の知識や事業会社での幅

広い経験から、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に向けて、適切かつ適正な監査の実行を期待して招聘

したものであります。なお、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

社外監査役の並木安生は、公認会計士及び税理士として豊富な経験と会計税務に関する専門知識を有してい

ること、また複数社における監査役経験を有していることから、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に向

けて、適切かつ適正な監査の実行を期待して招聘したものであります。なお、同氏は当社の普通株式2,000株

を保有しておりますが、それ以外に当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

社外監査役の原口侑子は、弁護士として豊富な経験と海外進出支援に関する専門知識を有していることか

ら、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に向けて、適切かつ適正な監査の実行を期待して招聘したもので

あります。なお、同氏は当社の普通株式100株及び新株予約権95個(1,900株)を保有しておりますが、それ以外

に当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

 

ｃ．独立性に関する方針・基準の内容及び選任状況に関する考え方

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、

選任にあたっては、東京証券取引所の定める独立性基準を参考に選任しております。加えて、取締役会の監

督・監査機能の強化を目的に、企業経営に関する知識・経験又は専門的な知識・経験を有し、企業経営に対し

中立の立場から客観的な助言ができる人材を選任しております。

 

③社外取締役又は社外監査役による監督、監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制

部門との関係

社外取締役は、取締役会において、監査役監査及び会計監査の結果について報告を受け、必要に応じて取締役会

の意思決定の適正性を確保するための助言・提言を行っております。社外監査役は、常勤社外監査役を中心に、会

計監査人、内部監査担当と及び内部統制担当と適宜協議をすることで、必要な情報共有や意見交換を行い、それぞ

れとの適時な連携を図っております。また、監査役会を通じて、各社外監査役間での適時な情報連携を行い、業務

の適正性の確保に努めております。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況

監査役監査につきましては、当社の監査役会は３名で構成されておりますが、いずれも独立性を確保した社外監

査役３名であり、監査役会は原則として毎月１回開催しております。また監査役は毎期策定される監査計画書に基

づき、取締役会等の重要な会議に出席し、意思決定の過程を監査する他、重要な決裁書類の閲覧等により業務執行

状況や会計処理に関する監査を行っております。2024年９月27日の定時株主総会の終結の時をもって牧田真由美が

社外監査役を辞任し、新たに木村泰士が社外監査役に就任いたしました。

なお、社外監査役の木村泰士は、米国公認会計士（USCPA）のライセンスを取得しており、国内外の監査法人勤

務経験により培われた専門的な監査の知識や事業会社での幅広い経験、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。社外監査役の並木安生は、公認会計士及び税理士としての高い専門性と豊富な経験、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。社外監査役の原口侑子は、弁護士としての高い専門性と豊富な経験、

企業法務に関する知識を有しております。それぞれの知識及び経験を活かしながら監査役相互の連携を図ることで

一層効果的な監査を実施しております。

当事業年度において監査役会を月１回開催しており、個々の監査役の出席状況は次のとおりです。

 

氏名 開催回数 出席回数

牧田真由美 14回 14回

並木安生 14回 14回

原口侑子 14回 14回

※社外監査役 牧田真由美は、当事業年度にかかる株主総会の終結の時をもって監査役を辞任しております。

 

監査役会においては、主に、監査計画及び監査方針の策定、会計監査人の監査の方法及び結果の相当性、重要会

議への出席及び重要書類の閲覧に基づく監査上の重要事項等について協議・検討を行っております。

常勤監査役の活動としては、重要会議への出席、重要書類の閲覧、代表取締役との定例会合及び取締役との面

談、内部監査・会計監査人との連携、会計監査、各部署の往査を実施しております。

 

②内部監査の状況

内部監査については、独立した部署は設けておりませんが、「内部監査規程」に基づき、代表取締役の命を受け

た内部監査責任者及び内部監査担当者１名ずつが年度毎に定めた内部監査計画に沿って内部監査を実施することと

しております。具体的には、従業員（２名）が、「内部監査規程」に基づき、自己の属する部門を除く当社グルー

プ全体を監査しております。

内部監査は、当社が定める「内部監査規程」に基づき、当社の諸制度の運営状況と財政状態の実態を把握検討す

ると共に、経理及び一般業務運営上の正確性の維持と合理化並びに能率の向上を図り、併せて事故・誤謬の防止に

資することを目的としており、代表取締役による承認を得た内部監査計画に基づいて内部監査を実施し、監査結果

を代表取締役及び監査役会に報告するとともに、監査対象となった被監査部門に対して業務改善等のために指摘を

行い、後日、改善状況を確認しております。また、取締役会、監査役及び監査役会に対して監査結果を直接報告す

る仕組みはないものの、内部監査調書等を常勤監査役が閲覧しており、必要に応じて内部監査担当者と常勤監査役

が協議を行っております。なお、実効性の高い内部監査を実施するため、内部監査計画の策定から実施結果の報告

や改善状況の確認等において、経営戦略統括局が関与しております。

また、定期的に会計監査人と常勤監査役との情報及び意見交換を行うことにより、相互に緊密な連携を図りなが

ら監査の実効性の強化を図っております。

 

③会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

PwC Japan有限責任監査法人

（注）会計監査人PwC京都監査法人は、2023年12月１日付でPwCあらた有限責任監査法人と合併し、同日付で

PwC Japan有限責任監査法人に名称を変更しております。

 

ｂ．継続監査期間

2021年６月期以降の４年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定社員　柴田 篤

指定社員　鷺谷 佑梨子

なお、2024年６月期第２四半期以降は、業務執行社員が江口 亮氏から柴田 篤氏に交代しております。
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ｄ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、公認会計士試験合格者２名、その他10名（2024年６

月期）であり、会計監査人と常勤監査役は監査の方針について打合せを行うほか、監査役及び内部監査担当と

適宜種々の意見交換を行い、相互に緊密な連携を図っております。当該監査法人及びその業務執行社員と当社

の間には、特別の利害関係はありません。

 

ｅ．監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

第８期　PwC京都監査法人

第９期　PwC Japan有限責任監査法人

 

なお、臨時報告書に記載した事項は、次のとおりです。

ⅰ）異動に係る監査公認会計士等の名称

　　存続する監査公認会計士等の名称　PwC Japan有限責任監査法人

　　消滅する監査公認会計士等の名称　PwC京都監査法人

 

ⅱ）異動の年月日

　　2023年12月１日

 

ⅲ）消滅する監査公認会計士等の直近における就任年月日

　　2020年６月

 

ⅳ）消滅する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

ⅴ）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　　当社の会計監査人であるPwC京都監査法人（消滅監査法人）は、2023年12月１日付でPwCあらた有限責

任監査法人（存続監査法人）と合併し、同日付でPwC Japan有限責任監査法人に名称を変更する予定で

す。これに伴いまして、当社の監査証明を行う公認会計士等はPwC Japan有限責任監査法人となります。

 

ⅵ）上記ⅴ）の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る消滅する監査公認会計士等の意見

　　特段の意見はないとの申し出を受けております。

 

ｆ．監査法人の選定方針と理由

当社の会計監査人であるPwC京都監査法人（消滅監査法人）は、2023年12月１日付けでPwCあらた有限責任監

査法人（存続監査法人）と合併し、同日付けでPwC Japan有限責任監査法人に名称を変更しました。これに伴

いまして、当社の監査証明を行う監査公認会計士等はPwC Japan有限責任監査法人となります。

当社の監査法人の選定方針は、会計監査人としての品質管理体制、独立性及び専門性の有無、当社が展開す

る事業分野への理解度、当社の監査実施の有効性及び効率性の観点等を総合的に勘案し、検討して選定を行い

ます。PwC Japan有限責任監査法人を選定する理由は、会計監査人として品質管理体制、独立性、専門性及び

事業分野への理解度等を総合的に勘案し、検討した結果、適任と判断したためであります。

 

ｇ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社は、PwC Japan有限責任監査法人と監査契約を締結し、会計に関する監査を受けております。当社の監

査役及び監査役会は、PwC Japan有限責任監査法人について、定期的なコミュニケーションを通じて、監査

チームの独立性、監査計画の内容、特別な検討を必要とするリスク等及び不正リスクへの対応並びにそれらの

監査結果、経営者等とのコミュニケーションの状況等を総合的に評価しております。その結果、監査法人が有

効に機能し、独立性・専門性ともに問題はなく、当社の会計監査人として適切であると評価しております。
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④監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に

基づく報酬(千円)

非監査業務に

基づく報酬(千円)

監査証明業務に

基づく報酬(千円)

非監査業務に

基づく報酬(千円)

21,150 1,500 22,000 -

前事業年度における非監査業務の内容は、新規上場に係るコンフォートレターの作成業務によるものであり

ます。

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

当社の監査法人に対する監査報酬の決定にあたっては、監査法人から年度監査計画の提示を受け、その内容

について監査法人と協議の上、前事業年度の監査の実績、監査日数、当社の規模及び事業特性等を総合的に勘

案して決定しております。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査役会は、前事業年度の監査実績の相当性、当事業年度の監査計画の内容及び報酬額の妥当性等を検

討した結果、実効性のある適切な品質の監査を受ける観点から妥当な水準と判断し、会計監査人の報酬等に同

意しております。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

 62/105



（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2022年12月15日開催の取締役会において、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を決

議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、担当職務、業績、貢

献度合等を総合的に勘案して決定しているため、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容は以下のとおりです。

ａ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上に対する意欲を一層高めるとともに、株主価値の向上に対

するインセンティブとして十分に機能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責や業績

等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

具体的には、役位、担当職務、各期の業績等を踏まえて決定する固定報酬と、ストック・オプションにより

構成されるものとします。

 

ｂ．個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

(a）固定報酬（業績に連動しない金銭報酬）

月例の固定報酬及び決算日後に業績に連動しない年次賞与を支給するものとし、株主総会で決議された

総額の範囲内で、役位、担当職務、各期の業績等を考慮しながら、総合的に勘案して決定しております。

(b）ストック・オプション（非金銭報酬等）

当社の中長期的な企業価値の持続的な向上を計るインセンティブを付与するため、非金銭報酬としてス

トック・オプションを付与するものとし、株主総会で決議された総数の範囲内で、役位、担当職務等を考

慮しながら、総合的に付与数を決定しております。

 

ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

(a）固定報酬（業績に連動しない金銭報酬）

取締役の報酬は、取締役会決議に基づき代表取締役にその決定を委任します。代表取締役は、株主総会

で承認された総額の範囲内で、社外取締役の答申及び監査役会による審議を得た上で決定するものとしま

す。

(b）ストック・オプション（非金銭報酬等）

取締役のストック・オプションは、取締役会決議に基づき代表取締役にその決定を委任します。代表取

締役は、株主総会で承認された総数の範囲内で、それぞれの貢献度を図る指標の達成度合いを基本的な

ベースとして考慮したのち、社外取締役の答申及び監査役会による審議を得た上で決定するものとしま

す。

当社は、取締役と監査役の報酬等の上限額を株主総会で定めており、役員報酬を含めた年間の役員報酬等は、そ

の上限額の範囲内で支給することとしております。なお、役員報酬限度額（年額）は、取締役は2023年３月３日開

催の臨時株主総会で300百万円（決議時点の取締役の員数４名）、監査役は2023年３月３日開催の臨時株主総会で

60百万円（決議時点の監査役の員数３名）と決議しております。

監査役の報酬等は、常勤、非常勤の別、業務分担の状況等を考慮して、監査役の協議により決定しております。

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金
左記のうち、
非金銭報酬等

取締役
(社外取締役を除く)

53,400 53,400 - - - 3

監査役
(社外監査役を除く)

- - - - - -

社外役員 13,110 13,110 - - - 4

 

③提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、当該出資を通じ事業シナジーの創出により当社企業価値の向上が期待できることを前提として、当社の

事業戦略へ合致する企業との関係構築又はビジネス拡大のために必要と考えられるとの判断に基づき純投資目的以

外の目的である投資株式として区分しております。また、純投資目的の株式は保有しない方針であります。

 

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、業務提携による関係強化等、純投資以外の経営戦略上重要な目的を併せ持つ政策保有株式を保有し

ております。

個別の政策保有株式については、政策保有の意義、中長期的な経済的合理性等を勘案して、保有継続の適否

に関し、取締役会において取引先の成長性、将来性、収益性等を踏まえ、当社の持続的な成長と中長期的な企

業価値向上に資するかどうかの判断を行っております。

 

ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 3 14,000

非上場株式以外の株式 － －

 

ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

該当事項はありません。

 

③保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

④当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 

⑤当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2023年７月１日から2024年６月30日ま

で）の財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人により監査を受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けているPwC京都監査法人は、2023年12月１日付でPwCあらた有限責任監査法人と

合併し、同日付で名称をPwC Japan有限責任監査法人に変更しております。

 

３．連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28条）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　  0.1％

売上高基準　　　  0.1％

利益基準　　　　  0.6％

利益剰余金基準　  2.4％

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入しております。また、公益財団法人財務会計基準機構や監査法人、ディスクロージャー支援会社等

が主催するセミナーへの参加及び財務・会計情報誌の購読等を行っております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年６月30日)
当事業年度

(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,971,202 1,930,521

売掛金及び契約資産 ※１ 195,806 ※１ 337,557

商品 255 52

仕掛品 8,444 38,736

前渡金 105,366 77,766

前払費用 17,586 12,967

その他 328 40,808

貸倒引当金 △2,961 △6,544

流動資産合計 2,296,030 2,431,866

固定資産   

有形固定資産   

建物 12,799 14,705

減価償却累計額 △3,929 △5,023

建物（純額） 8,869 9,682

工具、器具及び備品 9,886 15,647

減価償却累計額 △5,867 △6,853

工具、器具及び備品（純額） 4,018 8,793

リース資産 44,435 44,435

減価償却累計額 △33,190 △41,128

リース資産（純額） 11,245 3,307

建設仮勘定 - 16,500

有形固定資産合計 24,132 38,283

無形固定資産   

のれん 230,374 157,624

商標権 452,914 362,034

ソフトウエア ※２ 33,336 ※２ 23,256

無形固定資産合計 716,624 542,915

投資その他の資産   

投資有価証券 0 14,000

関係会社株式 0 0

出資金 10 500

長期前払費用 2,118 2,126

繰延税金資産 26,049 11,675

その他 57,607 56,797

投資その他の資産合計 85,784 85,098

固定資産合計 826,542 666,297

資産合計 3,122,572 3,098,164
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2023年６月30日)
当事業年度

(2024年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 71,298 239,197

１年内返済予定の長期借入金 146,521 112,113

リース債務 12,029 5,012

未払金 38,038 44,918

未払費用 6,043 9,057

未払法人税等 189,441 73,446

前受金 ※４ 269,093 ※４ 138,700

預り金 3,679 5,661

賞与引当金 34,443 16,669

その他 89,135 17,867

流動負債合計 859,724 662,644

固定負債   

長期借入金 987,303 783,470

リース債務 5,012 -

固定負債合計 992,315 783,470

負債合計 1,852,040 1,446,114

純資産の部   

株主資本   

資本金 211,525 238,564

資本剰余金   

資本準備金 211,525 238,564

その他資本剰余金 312,185 312,185

資本剰余金合計 523,710 550,749

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 535,297 862,873

利益剰余金合計 535,297 862,873

自己株式 - △136

株主資本合計 1,270,532 1,652,049

純資産合計 1,270,532 1,652,049

負債純資産合計 3,122,572 3,098,164
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自 2022年７月１日
至 2023年６月30日)

当事業年度
(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

売上高 ※ 3,616,175 ※ 3,957,772

売上原価   

商品期首棚卸高 3,677 255

当期製品製造原価 2,019,158 2,437,128

当期商品仕入高 5,383 3,697

合計 2,028,219 2,441,081

商品期末棚卸高 255 52

売上原価 2,027,964 2,441,028

売上総利益 1,588,211 1,516,743

販売費及び一般管理費   

給料手当及び賞与 259,976 284,545

貸倒引当金繰入額 - 3,582

賞与引当金繰入額 34,443 16,669

業務委託費 124,891 115,983

減価償却費 21,400 21,977

商標権償却額 90,879 90,879

のれん償却額 72,749 72,749

長期前払費用償却 1,076 1,126

その他 337,395 401,186

販売費及び一般管理費合計 942,812 1,008,700

営業利益 645,398 508,042

営業外収益   

受取利息 11 17

受取手数料 90 48

債務勘定整理益 187 -

その他 6 90

営業外収益合計 295 156

営業外費用   

支払利息 7,174 8,526

遅延利息 1,522 -

上場関連費用 14,635 -

支払保証料 1,532 3,164

その他 269 321

営業外費用合計 25,134 12,012

経常利益 620,559 496,187

特別損失   

投資有価証券評価損 1,028 -

特別損失合計 1,028 -

税引前当期純利益 619,531 496,187

法人税、住民税及び事業税 173,794 154,237

法人税等調整額 39,390 14,374

法人税等合計 213,184 168,611

当期純利益 406,346 327,575
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製造原価明細書

  
前事業年度

(自 2022年７月１日
至 2023年６月30日)

当事業年度
(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 経費 ※ 2,021,445 100.0 2,467,420 100.0

   当期総製造費用  2,021,445 100.0 2,467,420 100.0

   期首仕掛品棚卸高  6,158  8,444  

合計  2,027,603  2,475,864  

   期末仕掛品棚卸高  8,444  38,736  

   当期製品製造原価  2,019,158  2,437,128  

（注）※　主な内訳は以下のとおりであります。

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

外注費 1,476,127 1,893,923

出演料 441,481 451,219

 

(原価計算の方法)

当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 2022年７月１日　至 2023年６月30日）

       （単位：千円）

 株主資本

純資産合
計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 
資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 40,000 40,000 312,185 352,185 128,951 128,951 521,136 521,136

当期変動額         

新株の発行 165,600 165,600  165,600   331,200 331,200

新株予約権の行使 5,925 5,925  5,925   11,850 11,850

当期純利益     406,346 406,346 406,346 406,346

当期変動額合計 171,525 171,525 - 171,525 406,346 406,346 749,396 749,396

当期末残高 211,525 211,525 312,185 523,710 535,297 535,297 1,270,532 1,270,532

 

当事業年度（自 2023年７月１日　至 2024年６月30日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 211,525 211,525 312,185 523,710 535,297 535,297 - 1,270,532

当期変動額         

新株予約権の行使 27,039 27,039  27,039    54,078

当期純利益     327,575 327,575  327,575

自己株式の取得       △136 △136

当期変動額合計 27,039 27,039 - 27,039 327,575 327,575 △136 381,517

当期末残高 238,564 238,564 312,185 550,749 862,873 862,873 △136 1,652,049

 

  

 
純資産合

計

当期首残高 1,270,532

当期変動額  

新株予約権の行使 54,078

当期純利益 327,575

自己株式の取得 △136

当期変動額合計 381,517

当期末残高 1,652,049
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 619,531 496,187

減価償却費 21,400 21,977

商標権償却額 90,879 90,879

長期前払費用償却額 1,076 1,126

のれん償却額 72,749 72,749

貸倒引当金の増減額（△は減少） - 3,582

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,425 △17,773

受取利息 △11 △17

支払利息 7,174 8,526

遅延利息 1,522 -

上場関連費用 14,635 -

投資有価証券評価損益（△は益） 1,028 -

売上債権の増減額（△は増加） 34,057 △141,751

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,135 △30,088

前渡金の増減額（△は増加） 39,813 27,599

前払費用の増減額（△は増加） △6,607 4,323

長期前払費用の増減額（△は増加） △502 366

仕入債務の増減額（△は減少） △96,486 167,899

未払費用の増減額（△は減少） 2,088 2,608

未払金の増減額（△は減少） △5,120 4,396

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減

少）
15,649 △9,540

前受金の増減額（△は減少） △7,580 △130,393

預り金の増減額（△は減少） 491 1,981

その他 54,312 △119,068

小計 873,659 455,569

利息の受取額 11 17

利息の支払額 △7,061 △7,824

遅延利息の支払額 △1,522 -

法人税等の還付及び還付加算金の受取額 1 -

法人税等の支払額 △531 △260,691

営業活動によるキャッシュ・フロー 864,557 187,071

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 - △14,000

投資有価証券の売却による収入 - 0

有形固定資産の取得による支出 △2,627 △18,949

無形固定資産の取得による支出 △10,950 -

長期前払費用の取得による支出 - △1,500

補助金の受取額 60,000 7,500

その他 - △490

投資活動によるキャッシュ・フロー 46,422 △27,439
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 -

長期借入金の返済による支出 △164,445 △238,241

株式の発行による収入 331,200 -

上場関連費用の支出 △10,652 △3,982

新株予約権の行使による株式の発行による収入 11,850 54,078

リース債務の返済による支出 △12,029 △12,029

その他 - △137

財務活動によるキャッシュ・フロー 55,923 △200,312

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 966,903 △40,681

現金及び現金同等物の期首残高 1,004,299 1,971,202

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,971,202 ※ 1,930,521
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用

しております。

(2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用し

ております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数

は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８年～15年

工具、器具及び備品　　４年～15年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、商標権については10年、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

 

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 

６．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年間の定額法により償却しております。
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７．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。なお、取引の対価は履行義

務を充足してから概ね３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(1）TGCプロデュース領域

当社は、毎年春と秋に東京近郊で開催するTOKYO GIRLS COLLECTIONにおいて主として協賛金収入、チケッ

ト販売による収入及びブランド出展料収入を得ております。また、TOKYO GIRLS COLLECTIONの企画・ブラン

ド力を活かした地方都市での開催、変わり続ける社会課題に対し発信力や企画力等を活かしたシティプロ

モーション・シティブランディング等を展開しており、地方自治体からも収入を得ております。これらを通

じて、また、これらで培ったノウハウを活かして、プロモーション機会の提供、企業のPRコンサルティン

グ、コンテンツ制作等を行っております。

TGCプロデュース領域の主な収入であるTOKYO GIRLS COLLECTION・TOKYO GIRLS COLLECTION地方開催にお

ける協賛金収入、チケット販売収入及びブランド出展料収入、シティプロモーションにおけるイベント収

入、コンテンツ制作等のサービスについては、イベントの実施日や役務提供の完了日のサービスの提供時点

において顧客が当該サービスに対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、サー

ビスの提供完了時点で収益を認識しております。年間プロモーション契約やPRコンサルティング等の顧客と

の契約に基づき一定期間にわたってサービスを提供することにより履行義務を充足すると判断するものは契

約金を契約期間で月割し収益を認識しております。また、当社の役割が代理人に該当する取引については、

純額で収益を認識しております。

(2）コンテンツプロデュース・ブランディング領域

TOKYO GIRLS COLLECTIONで培った企画力・ブランド力を活かし、顧客のニーズに適う商材のブランディン

グを行うため、トップインフルエンサーやアーティストを広告塔としてキャスティングすることに加え、新

たなクリエイティブの企画を行うことにより、広告キャスティング収入やクリエイティブ制作収入を得てお

ります。

その他、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランドと他のモノ・コトとコラボレーションし、スクール事業・

オーディション事業・ティーン世代向けのイベントプロデュース・オリジナル商品の開発等を展開しており

ます。

コンテンツプロデュース・ブランディング領域の主な収入である広告キャスティング収入等の顧客との契

約に基づき一定期間にわたってサービスを提供することにより履行義務を充足するものについては、契約金

を契約期間で月割し収益を認識しております。クリエイティブ制作収入、オーディション事業にかかる協賛

金収入、ティーン世代向けのイベントプロデュース等のサービスについては、制作物の引渡し日やイベント

の実施日のサービスの提供時点において顧客が当該サービスに対する支配を獲得し、履行義務が充足される

と判断していることから、サービスの提供完了時点で収益を認識しております。また、スクール事業、オリ

ジナル商品の開発等のレベニューシェアによるブランドロイヤリティを受領するサービスについては、顧客

の売上等を算定基礎として測定し、その発生時点を考慮して収益を認識しております。なお、当社の役割が

代理人に該当する取引については、純額で収益を認識しております。

(3）デジタル広告領域

アフィリエイトプラットフォームとして、アフィリエイト・サービス・プロバイダー（ASP）である「ア

フィリエイトwalker」を展開しております。その他、当社の主力ブランドであるTOKYO GIRLS COLLECTIONの

公式メディアとして、「girlswalker（ガールズウォーカー）」の運営を行っております。

アフィリエイトプラットフォームについては、顧客（広告主）と合意した契約条件に基づき広告配信され

た役務（アフィリエイトによる成果）の提供を、顧客（広告主）が検収した時点で収益を認識しておりま

す。当該サービスは代理人としての性質が強いと判断されるため、純額で収益を認識しております。その他

の広告収入については、主に当社メディアを媒体とする広告枠による広告配信を行っており、広告がウェブ

サイト閲覧者のブラウザ上に表示された時点、もしくはウェブサイト閲覧者がバナーをクリックした時点等

で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

 

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

１．のれん及び商標権の評価

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当事業年度

（2024年６月30日）

のれん 230,374千円 157,624千円

商標権 452,914 362,034

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

ａ．のれん

2016年９月に旧株式会社W mediaの株式を取得した際に生じた超過収益力をのれんとして計上して

おります。のれんの償却はその投資効果の発現する期間を10年として見積り、当該期間に応じて均等

償却を行っております。

当社は、のれんを含む資産グループから得られる営業損益の継続的なマイナス、又は継続的なマイ

ナス見込や経営環境の著しい悪化に基づいて減損の兆候の有無を判定し、減損の兆候ありと認められ

た場合には、減損損失の認識の要否を判定しております。判定には割引前将来キャッシュ・フローの

見積り金額を用いており、減損損失の認識が必要とされた場合には減損損失の測定を行い、帳簿価額

が回収可能価額を上回る金額を減損損失として計上しております。

なお、当事業年度において減損の兆候はありません。

ｂ．商標権

2018年６月に商標と運営の一体化による更なる意思決定の迅速化、経営効率の効率化による収益性

の向上を目指すことを目的として、「TOKYO GIRLS COLLECTION」に関する商標権を取得しておりま

す。商標権の償却はその投資効果の発現する期間を10年として見積り、当該期間に応じて均等償却を

行っております。

当社は、商標権を含む資産グループから得られる営業損益の継続的なマイナス、又は継続的なマイ

ナス見込や経営環境の著しい悪化に基づいて減損の兆候の有無を判定し、減損の兆候ありと認められ

た場合には、減損損失の認識の要否を判定しております。判定には割引前将来キャッシュ・フローの

見積り金額を用いており、減損損失の認識が必要とされた場合には減損損失の測定を行い、帳簿価額

が回収可能価額を上回る金額を減損損失として計上しております。

なお、当事業年度において減損の兆候はありません。

 

②主要な仮定

割引前将来キャッシュ・フロー等の算出にあたっては、取締役会で承認された事業計画を基準として合

理的な見積りを行っております。事業計画の策定における主要な仮定は、売上高の成長見通し及び売上総

利益率であります。売上高の成長見通し及び売上総利益率ともに、過年度の実績と市場環境とを勘案して

見積っております。

 

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

経営環境等の変化により事業計画作成時の前提条件や仮定に関して重大な変更が生じた場合、当社の経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

２．繰延税金資産の回収可能性

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当事業年度

（2024年６月30日）

繰延税金資産 26,049千円 11,675千円

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社は、将来減算一時差異について、将来の利益計画に基づく課税所得の見積りに基づき、回収可能性

があると判断した将来減算一時差異に対して繰延税金資産を計上しております。
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②主要な仮定

将来の利益計画に基づく課税所得の見積りは、取締役会で承認された事業計画を基準として合理的な見

積りを行っております。事業計画の策定における主要な仮定は、売上高の成長見通し及び売上総利益率で

あります。売上高の成長見通し及び売上総利益率ともに、過年度の実績と市場環境とを勘案して見積って

おります。

 

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

経営環境等の変化により事業計画作成時の前提条件や仮定に関して重大な変更が生じた場合、翌事業年

度の財務諸表において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払保証料」は、金額的重要性が増した

ため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の損

益計算書の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた1,532千円は、

「支払保証料」として組替えております。

 

（貸借対照表関係）

※１　売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、「注記事項（収益認

識関係）３．(1）契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 

※２　過年度に取得したソフトウエアに係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額60,000千円を控除して

おります。

 

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当事業年度

（2024年６月30日）

当座貸越極度額の総額 300,000千円 300,000千円

借入実行残高 － －

差引額 300,000 300,000

 

※４　前受金のうち、顧客との契約から生じた契約負債の金額は、「注記事項（収益認識関係）３．(1）契約

資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 

（損益計算書関係）

※　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 2022年７月１日　至 2023年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１．２．３ 120,900 2,467,100 － 2,588,000

合計 120,900 2,467,100 － 2,588,000

（注）１．ストック・オプションの行使により、普通株式が2,500株増加しております。

２．2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合で株式分割を行っております。これにより、普

通株式が2,344,600株増加しております。

３．2023年６月28日付の公募による募集株式の発行により、普通株式が120,000株増加しております。

 

２．自己株式に関する事項
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該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 2023年７月１日　至 2024年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 2,588,000 119,260 － 2,707,260

合計 2,588,000 119,260 － 2,707,260

（注）ストック・オプションの行使により、普通株式が119,260株増加しております。

 

２．自己株式に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式（注） － 43 － 43

合計 － 43 － 43

（注）単元未満株式の買取請求による取得により、普通株式が43株増加しております。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

前事業年度

（自 2022年７月１日

至 2023年６月30日）

当事業年度

（自 2023年７月１日

至 2024年６月30日）

現金及び預金勘定 1,971,202千円 1,930,521千円

現金及び現金同等物 1,971,202 1,930,521

 

（リース取引関係）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、事業活動を行うために必要な運転資金及び設備投資資金については、自己資金を充当しておりま

す。資金運用については、安全性の高い金融資産の運用に限定しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業

務上の関係を有する企業の株式であり、発行企業の信用リスクに晒されております。

敷金は、オフィスの賃貸借契約に基づくものであり、差入先の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金及び未払金等は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。

借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、返済日は最長で決算日後11年であることから、金利の変

動リスクに晒されております。

リース債務は、主に設備投資のための資金調達であり、返済日は最長で決算日後１年であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、営業債権である売掛金について、社内規程等に従い、営業担当者が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに与信管理、期日管理及び残高管理を行うことにより、回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。

敷金については、必要に応じて担当部署がモニタリングを行い、財政状態等の悪化による回収懸念の想

起把握によりリスク低減を図っております。

 

②市場リスク(金利の変動リスク)の管理

借入金については、借入金に係る支払利息の変動リスクを抑制するため、主に固定金利で調達しており

ます。

 

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株

式等は含まれておりません（(※３)参照）。

前事業年度（2023年６月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（１）敷金(※１) 41,880 40,342 △1,537

資産計 41,880 40,342 △1,537

（１）長期借入金　(※２) 1,133,824 1,115,508 △18,315

（２）リース債務　(※２) 17,041 17,031 △9

負債計 1,150,865 1,132,540 △18,325
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当事業年度（2024年６月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（１）敷金(※１) 41,880 39,145 △2,734

資産計 41,880 39,145 △2,734

（１）長期借入金　(※２) 895,583 863,184 △32,398

（２）リース債務　(※２) 5,012 5,007 △4

負債計 900,595 868,191 △32,403

(※１)貸借対照表上は、固定資産のその他に含まれております。

(※２)１年内返済予定の長期借入金、リース債務（流動）を含めて表示しております。

(※３)現金及び預金、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等については、現金

であること、又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省

略しております。

 

(※４)市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（2023年６月30日）
当事業年度

（2024年６月30日）

非上場株式 0 14,000

関係会社株式 0 0

出資金 10 500

 

（注）１．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（2023年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,971,202 － － －

売掛金及び契約資産 195,806 － － －

敷金 － － 41,880 －

合計 2,167,009 － 41,880 －

 

当事業年度（2024年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,930,521 － － －

売掛金及び契約資産 337,557 － － －

敷金 － － 41,880 －

合計 2,268,079 － 41,880 －
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２．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（2023年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 146,521 121,083 140,460 140,460 140,540 444,760

リース債務 12,029 5,012 － － － －

合計 158,550 126,095 140,460 140,460 140,540 444,760

 

当事業年度（2024年６月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 112,113 132,180 132,180 132,260 100,188 286,662

リース債務 5,012 － － － － －

合計 117,125 132,180 132,180 132,260 100,188 286,662

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2023年６月30日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（2024年６月30日）

該当事項はありません。

 

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2023年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金 － 40,342 － 40,342

資産計 － 40,342 － 40,342

長期借入金 － 1,115,508 － 1,115,508

リース債務 － 17,031 － 17,031

負債計 － 1,132,540 － 1,132,540
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当事業年度（2024年６月30日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金 － 39,145 － 39,145

資産計 － 39,145 － 39,145

長期借入金 － 863,184 － 863,184

リース債務 － 5,007 － 5,007

負債計 － 868,191 － 868,191

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金

敷金の時価は、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

長期借入金、リース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．子会社株式

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

２．その他有価証券

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

３．減損処理を行った有価証券

前事業年度（自 2022年７月１日　至 2023年６月30日）

投資有価証券について、1,028千円減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性等

を考慮して減損処理を行っております。

 

当事業年度（自 2023年７月１日　至 2024年６月30日）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数
当社取締役３名 社外協力者１名 当社取締役３名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注）１

普通株式　400,000株 普通株式　8,000株 普通株式　80,000株

付与日 2016年12月20日 2017年４月11日 2017年４月14日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

権利行使期間
自2018年12月20日

至2026年12月19日

自2019年４月11日

至2027年４月10日

自2019年４月14日

至2027年４月13日

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第５回（役員）新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社監査役１名

社外協力者20名
当社従業員31名 当社取締役２名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注）１

普通株式　24,800株 普通株式　14,500株 普通株式　16,000株

付与日 2017年４月21日 2017年９月21日 2017年９月21日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

権利行使期間
自2019年４月21日

至2027年４月20日

自2019年９月21日

至2027年９月20日

自2019年９月21日

至2027年９月20日

 

 第６回新株予約権 第６回-２新株予約権 第７回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数
社外協力者14名 社外協力者１名 当社従業員34名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注）１

普通株式　9,500株 普通株式　400株 普通株式　23,000株

付与日 2017年９月21日 2018年１月31日 2018年６月22日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

権利行使期間
自2019年９月21日

至2027年９月20日

自2019年９月21日

至2027年９月20日

自2020年６月22日

至2028年６月21日
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 第７回-２新株予約権 第８回新株予約権 第９回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役４名

当社監査役１名
社外協力者８名 当社従業員43名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注）１

普通株式　75,000株 普通株式　12,000株 普通株式　21,440株

付与日 2018年６月22日 2018年６月22日 2021年５月10日

権利確定条件 （注）２ （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

権利行使期間
自2020年６月22日

至2028年６月21日

自2020年６月22日

至2028年６月21日

自2023年５月１日

至2031年４月30日

 

 第９回-２新株予約権 第10回新株予約権

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役４名

当社監査役２名
社外協力者２名

株式の種類別のス

トック・オプショ

ンの数（注）１

普通株式　60,000株 普通株式　1,600株

付与日 2021年５月10日 2021年５月10日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはありませ

ん。

対象勤務期間の定めはありませ

ん。

権利行使期間
自2023年５月１日

至2029年４月30日

自2023年５月１日

至2029年４月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、2023年３月４日付株式分割（普通株式１株につき20株の割合）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。

２．本予約権の行使条件は、以下のとおりです。

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について、当社と対象者との間で締結し

た「新株予約権割当契約書」に定める会社が本新株予約権を取得することができる事由が発生していないこ

とを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、取締役会の決議

により特に行使を認められた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

(3）権利者が１個又は複数の新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して発行される株式

数は整数（会社が単元株制度を導入した場合は一単元の株式数の整数倍）でなければならず、１株（会社が

単元株制度を導入した場合は一単元の株式数）未満の部分については、株式は割り当てられないものとす

る。かかる端数等の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

(4）前各項にかかわらず、権利者は、会社の株式がいずれかの証券取引所に上場され取引が開始された日まで、

割当新株予約権を行使することはできないものとする。ただし、第１回新株予約権はこの限りでない。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（2024年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 

①ストック・オプションの数

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権利確定前 （株）    

前事業年度末  － － －

付与  － － －

失効  － － －

権利確定  － － －

未確定残  － － －

権利確定後 （株）    

前事業年度末  64,000 8,000 50,000

権利確定  － － －

権利行使  50,000 8,000 20,000

失効  － － －

未行使残  14,000 － 30,000

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権
第５回（役員）
新株予約権

権利確定前 （株）    

前事業年度末  － － －

付与  － － －

失効  － － －

権利確定  － － －

未確定残  － － －

権利確定後 （株）    

前事業年度末  24,800 11,800 6,000

権利確定  － － －

権利行使  17,600 1,400 3,000

失効  － － －

未行使残  7,200 10,400 3,000

 

 第６回新株予約権 第６回-２新株予約権 第７回新株予約権

権利確定前 （株）    

前事業年度末  － － －

付与  － － －

失効  － － －

権利確定  － － －

未確定残  － － －

権利確定後 （株）    

前事業年度末  9,400 400 20,300

権利確定  － － －

権利行使  8,200 400 1,560

失効  － － －

未行使残  1,200 － 18,740
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 第７回-２新株予約権 第８回新株予約権 第９回新株予約権

権利確定前 （株）    

前事業年度末  － － －

付与  － － －

失効  － － －

権利確定  － － －

未確定残  － － －

権利確定後 （株）    

前事業年度末  73,000 12,000 19,420

権利確定  － － －

権利行使  100 6,000 1,000

失効  － － 560

未行使残  72,900 6,000 17,860

 

 第９回-２新株予約権 第10回新株予約権

権利確定前 （株）   

前事業年度末  － －

付与  － －

失効  － －

権利確定  － －

未確定残  － －

権利確定後 （株）   

前事業年度末  60,000 1,600

権利確定  － －

権利行使  2,000 －

失効  － 1,000

未行使残  58,000 600

（注）2023年３月４日付株式分割（普通株式１株につき20株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。

 

②単価情報

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権利行使価格 （円） 237 237 237

行使時平均株価 （円） 2,664 2,751 2,664

付与日における公正な
評価単価

（円） － － －

 

 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第５回（役員）新株予約権

権利行使価格 （円） 237 900 900

行使時平均株価 （円） 2,687 2,677 2,278

付与日における公正な
評価単価

（円） － － －

 

 第６回新株予約権 第６回-２新株予約権 第７回新株予約権

権利行使価格 （円） 900 900 1,850

行使時平均株価 （円） 2,771 2,240 2,767

付与日における公正な
評価単価

（円） － － －
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 第７回-２新株予約権 第８回新株予約権 第９回新株予約権

権利行使価格 （円） 1,850 1,850 1,850

行使時平均株価 （円） 2,753 2,297 2,671

付与日における公正な
評価単価

（円） － － －

 

 第９回-２新株予約権 第10回新株予約権

権利行使価格 （円） 1,850 1,850

行使時平均株価 （円） 2,474 －

付与日における公正な
評価単価

（円） － －

（注）2023年３月４日付株式分割（普通株式１株につき20株の割合）による分割後の価格に換算して記載しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション付与日時点において、当社株式は未公開株式であることから、ストック・オプショ

ンの公正な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。

また、ストック・オプションの単位当たりの本源的価値の算定基礎となる見積方法は、当社株式の評価額

から権利行使価格を控除する方法によっており、当社株式の評価額は、DCF方式（ディスカウント・キャッ

シュ・フロー方式）により算定した価格を総合的に勘案して決定した金額を用いております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当事業年度末における本源的価

値の合計額及び当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価

値の合計額

① 当事業年度末における本源的価値の合計額 303,249千円

② 当事業年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における

本源的価値の合計額
261,910千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当事業年度

（2024年６月30日）

繰延税金資産   

未払事業税 10,999千円 4,767千円

未払費用 1,850 791

貸倒引当金 22,348 23,445

賞与引当金 10,546 5,104

減価償却超過額 659 629

敷金償却費（資産除去債務） 909 1,157

投資有価証券評価損 13,842 10,780

関係会社株式評価損 1,531 1,531

減損損失 1,300 382

その他 2,867 1,810

繰延税金資産小計 66,854 50,399

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △40,805 △38,724

評価性引当額小計 △40,805 △38,724

繰延税金資産合計 26,049 11,675

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2023年６月30日）
当事業年度

（2024年６月30日）

法定実効税率 30.6％ 30.6％

(調整)   

交際費等永久に損金算入されない項目 1.0 1.4

住民税均等割 0.1 0.1

税額控除 △1.7 △2.0

欠損金控除 △0.4 －

のれん償却額 3.6 4.5

評価性引当額の増減 0.1 △0.4

税率変更による影響額 1.2 －

その他 △0.2 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.4 34.0

 

（資産除去債務関係）

当社は、本社オフィス等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復にかかる債務を資産除去債務

として認識しております。

なお、不動産賃貸借契約に関する敷金が資産に計上されているため、資産除去債務の負債計上に代えて、不動

産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負

担に属する金額を費用計上する方法によっております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を

分解した情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

TGCプロデュース領域 2,650,101 2,949,606

コンテンツプロデュース・ブランディング領域 869,534 942,507

デジタル広告領域 96,539 65,657

顧客との契約から生じる収益 3,616,175 3,957,772

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 3,616,175 3,957,772

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針）７．収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年

度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

する情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

 
前事業年度

（2023年６月30日）

当事業年度

（2024年６月30日）

顧客との契約から生じた債権(期首残高)

売掛金

 

225,463

 

195,405

顧客との契約から生じた債権(期末残高)

売掛金

 

195,405

 

337,557

契約資産(期首残高) 4,400 400

契約資産(期末残高) 400 －

契約負債(期首残高)

前受金

 

276,674

 

269,093

契約負債(期末残高)

前受金

 

269,093

 

138,700

契約資産は、主にTGCプロデュース領域における年間プロデュース契約や大型コンテンツ制作等、役務

提供の完了まで一定の期間を要する契約の内、収益を認識したものの、未請求の作業に係る対価に関連す

るものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じ

た債権に振り替えられます。

契約負債は、主にTGCプロデュース領域における年間プロモーション契約やPRコンサルティング、コン

テンツプロデュース・ブランディング領域における広告キャスティング収入等の契約期間にわたり履行義

務が充足される契約に対する契約金等の前受金によるものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。

前事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、276,674千円で

あります。

当事業年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、269,093千円で

あります。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、「収益認識会計基準」第80-22項(1)の実務上

の簡便法を使用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自 2022年７月１日　至 2023年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 
TGCプロデュース

領域

コンテンツプロ
デュース・ブラ
ンディング領域

デジタル広告領域 合計

外部顧客への売上高 2,650,101 869,534 96,539 3,616,175

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）
 

日本 韓国 シンガポール 中国 米国 合計

3,241,164 351,424 13,850 5,000 4,736 3,616,175

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。
 
 

当事業年度（自 2023年７月１日　至 2024年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 
TGCプロデュース

領域

コンテンツプロ
デュース・ブラ
ンディング領域

デジタル広告領域 合計

外部顧客への売上高 2,949,606 942,507 65,657 3,957,772

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：千円）
 

日本 韓国 シンガポール 中国 米国 合計

3,529,387 418,422 - - 9,961 3,957,772

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するサービス名

tirtir.Inc 418,422
TGCプロデュース領域、コンテンツ
プロデュース・ブランディング領域
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当社は、ブランディングプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前事業年度（自　2022年７月１日　至　2023年６月30日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

（％）

関連当

事者と

の関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員

主要株主
村上範義 － －

当社代

表取締

役

（被所有）

直接

20.6

当社代

表取締

役

賃貸借契約

に対する

債務被保証

（注）１

36,108 － －

ストック・

オプション

の権利行使

（注）２

11,850 － －

 

当事業年度（自　2023年７月１日　至　2024年６月30日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の

内容又

は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

（％）

関連当

事者と

の関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員

主要株主
村上範義 － －

当社代

表取締

役

（被所有）

直接

21.5

当社代

表取締

役

ストック・

オプション

の権利行使

（注）２

11,850 － －

（注）１．当社は、本社等の不動産賃貸借契約に基づく債務について、代表取締役村上範義より、債務保証を受けてお

りました。取引金額については、債務保証を受けていた期間の月額賃借料の合計額を記載しております。な

お、保証料の支払は行っておりません。また、前事業年度末日現在において、本債務保証取引は解消されて

おります。

２．2016年12月19日開催の取締役会決議により付与されたストック・オプションの当事業年度における権利行使

を記載しております。なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オプションの権利行使によ

る付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

１株当たり純資産額 490.93円 610.24円

１株当たり当期純利益 165.59円 123.20円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 146.68円 116.21円

（注）１．当社は、2023年６月29日に東京証券取引所グロース市場に上場したため、前事業年度の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益は、新規上場日から前事業年度の末日までの平均株価を期中平均株価とみなして

算定しております。

２．当社は、2023年２月６日開催の臨時取締役会の決議に基づき、2023年３月４日付で普通株式１株につき

20株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株

当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

３．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（自 2022年７月１日
至 2023年６月30日）

当事業年度
（自 2023年７月１日
至 2024年６月30日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 406,346 327,575

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 406,346 327,575

普通株式の期中平均株式数（株） 2,453,918 2,658,934

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 316,355 159,970

（うち新株予約権（株）） （316,355） （159,970）

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定に
含めなかった潜在株式の概要

－ －

 

５．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(2023年６月30日)
当事業年度

(2024年６月30日)

純資産の部の合計額(千円) 1,270,532 1,652,049

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)

－ －

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 1,270,532 1,652,049

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た期末の普通株式の数（株）

2,588,000 2,707,217

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

 93/105



（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）
（注）１

当期減少額
（千円）
（注）２

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引
当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 12,799 1,906 － 14,705 5,023 1,093 9,682

工具、器具及び備品 9,886 7,009 1,248 15,647 6,853 2,056 8,793

リース資産 44,435 － － 44,435 41,128 7,937 3,307

建設仮勘定 － 16,500 － 16,500 － － 16,500

有形固定資産計 67,121 25,415 1,248 91,288 53,004 11,087 38,283

無形固定資産        

のれん 703,247 － － 703,247 545,622 72,749 157,624

商標権 908,797 － － 908,797 546,763 90,879 362,034

ソフトウエア 85,096 － － 85,096 61,840 10,080 23,256

無形固定資産計 1,697,141 － － 1,697,141 1,154,225 173,709 542,915

長期前払費用 9,435 1,500 366 10,569 8,443 1,126 2,126

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

資産の種類 用途
増加額
（千円）

建設仮勘定 事業用資産（サーキュラーバイオトイレ制作・設置工事） 16,500

２．当期減少額の主な内訳は、除却によるものです。

３．当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。

 

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 146,521 112,113 0.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 12,029 5,012 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
987,303 783,470 0.9 2025年～2035年

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
5,012 － － －

合計 1,150,865 900,595 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸

借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 132,180 132,180 132,260 100,188
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 2,961 3,582 － － 6,544

賞与引当金 34,443 16,669 34,443 － 16,669

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 258

預金  

普通預金 1,930,263

小計 1,930,263

合計 1,930,521

 
ロ．売掛金及び契約資産

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

tirtir.Inc 130,620

㈱ビッグイヤーアンツ 58,440

トータルコンサル㈱ 22,000

味覚糖㈱ 20,020

㈱ボードウォーク 12,645

その他 93,830

合計 337,557

 
売掛金及び契約資産の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────

２
──────

(B)
─────

366

195,806 4,597,255 4,455,504 337,557 92.96 21.23

 
ハ．商品

区分 金額（千円）

ＴＧＣ公式グッズ 52

合計 52

 
ニ．仕掛品

区分 金額（千円）

コンテンツプロデュース・ブランディング領域 2,795

TGCプロデュース領域 35,941

合計 38,736
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②流動負債

イ．買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

エイベックス・マネジメント㈱ 69,115

㈱Acclaim 46,200

Glossom㈱ 17,539

㈱ビッグイヤーアンツ 16,387

㈱電通 16,373

その他 73,582

合計 239,197
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,135,845 1,925,822 3,192,765 3,957,772

税引前四半期（当期）純利益

（千円）
286,457 327,274 520,174 496,187

四半期（当期）純利益

（千円）
184,997 215,649 334,621 327,575

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
71.45 82.35 126.51 123.20

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失

（△）（円）

71.45 11.57 44.09 △2.61
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年７月１日から翌年６月30日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 毎年６月30日

剰余金の配当の基準日
毎年12月31日
毎年６月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得
ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL https://www.w-tokyo.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、定

款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度　第８期(自2022年７月1日至2023年６月30日)　2023年９月29日関東財務局長に提出。

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　2023年９月29日関東財務局長に提出。

 

(3）四半期報告書及び確認書

　事業年度第９期第１四半期(自　2023年７月１日 至　2023年９月30日) 2023年11月14日関東財務局長に提出。

　事業年度第９期第２四半期(自　2023年10月１日 至　2023年12月31日) 2024年２月14日関東財務局長に提出。

　事業年度第９期第３四半期(自　2024年１月１日 至　2024年３月31日) 2024年５月15日関東財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認

会計士等の異動）に基づく臨時報告書

　2023年12月１日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ(E38687)

有価証券報告書

102/105



 

 独立監査人の監査報告書  

 

 2024年9月27日

株式会社Ｗ ＴＯＫＹＯ  

 取締役会　御中 

 

 PwC Japan有限責任監査法人

 東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　篤

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鷺谷　佑梨子

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社Ｗ ＴＯＫＹＯの2023年7月1日から2024年6月30日までの第9期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

Ｗ ＴＯＫＹＯの2024年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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のれん及び商標権の減損の兆候に関する判定の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されていると

おり、2024年6月期の貸借対照表に計上されているのれん

157百万円、商標権362百万円が計上されている。

　のれんは2016年9月に旧株式会社W mediaの株式を取得し

た際に生じた超過収益力をのれんとして、2018年6月に取

得した「TOKYO GIRLS COLLECTION」の商標を商標権として

計上している。

　のれん及び商標権はその投資効果の発現する期間を10年

として見積り、当該期間にわたり均等償却しているが、の

れん及び商標権が配分された資産グループに減損の兆候が

あると認められる場合には、減損損失の認識の要否を判定

している。資産グループから得られる営業損益の継続的な

マイナス、継続的なマイナス見込や経営環境の著しい悪化

がある場合に減損の兆候があるとしている。

　当事業年度において、継続して営業利益を計上し、経営

環境の著しい悪化も認められないことから、会社は、のれ

ん及び商標権が配分された資産グループに減損の兆候はな

いと判断している。

　しかし、減損の兆候の有無の判定において考慮した営業

損益の見込は、取締役会で承認された事業計画に基づいて

いる。当該事業計画は売上高の成長見通し及び売上総利益

率の主要な仮定が使用されている。

　のれん及び商標権は金額的重要性が高く、事業計画には

不確実性が伴うことから、当監査法人は旧株式会社W

media取得に伴うのれん及び「TOKYO GIRLS COLLECTION」

に関する商標権の減損の兆候に関する判定の妥当性につい

て監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

　当監査法人は、旧株式会社W media取得に伴うのれん及

び「TOKYO GIRLS COLLECTION」に関する商標権の減損の兆

候の判定の妥当性を検討するにあたり、主として以下の監

査手続を実施した。

・のれん、商標権を含む資産グループの減損の兆候に関連

する内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価した。

・経営者への質問を実施するとともに、取締役会等の会議

体の議事録や外部公表資料を閲覧することにより、会社

が属する産業（エンタテインメント市場）に関する最新

の動向を中心とした直近の事業環境を理解した。

・会社が作成する翌事業年度の事業計画について、以下の

手続を実施した。

－　事業計画に反映した主要な仮定を理解するため、当

期実績を踏まえて事業計画に反映した要素、事業計

画の作成方法、会社の将来事業戦略等について経営

者へ質問を行った。

－　当事業年度の事業計画と実績を比較し、乖離が生じ

ている部分について経営者へ質問を実施するととも

に、その理由の合理性を検討した。

－　事業計画に反映されている受注状況について経営者

に質問し、翌期に予定されているイベントについて

関連証憑を閲覧した。

－　翌期の売上高の見通しについて、基礎となる仮定の

合理性を検証するとともに、外部レポートを参照し

エンタテイメント業界の他社の売上成長率と比較し

た。

－　翌期の売上総利益率について、翌期の売上高と売上

原価について基礎となる仮定の合理性を検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等　（3）【監査の

状況】に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
  
　（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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